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論文要旨 

本論文は、第 4 世代移動通信環境が複数の異種方式無線ネットワークを統合化したものであるこ

とを前提に、従来それぞれ独立に設計・開発されてきた移動通信網と有線インターネット上の

TCP/IP プロトコル群およびマルチメディア通信プロトコルを協調的かつ有機的に動作させ、両者

の親和性の向上を目的とする。このため、第4世代移動通信環境向けTCP/IP通信プロトコル技術、

マルチメディア通信プロトコル技術、システム開発評価システム技術における通信制御方式を提

案し、設計・実装・評価を行う。 

はじめに、第 4 世代移動通信環境向け TCP/IP 通信プロトコル技術に関して、データリンクで保持

する無線リンクの状態に関する情報(電波強度や転送速度など)をネットワークレイヤ以上に透過

とするための無線リンク状態管理アーキテクチャを提案する。無線リンク状態管理アーキテクチ

ャは、上位の TCP/IP レイヤに無線リンクの状態変化を通知し、TCP/IP プロトコル制御の契機とす

るためのアーキテクチャである。本アーキテクチャの基本方針とレイヤリングモデルを示し、移

動 IP アーキテクチャとの協調制御としての高速 IP 制御方式を提案する。次に、移動管理エージ

ェントプリフェッチ機能と移動管理エージェント切り替え機能、TCP 広告ウィンドウ制御の詳細と

各制御エンティティのプロトコルレイヤ処理を示し、最後にシミュレーションにより TCP 通信ス

ループットの適用効果を評価する。 

また、移動用 TCP 制御方式については、既存の移動 IP ネットワークでの経路制御においてハンド

オーバー時に一時的に二重経路が発生し、TCP のシーケンス番号順序逆転問題が発生する事象につ

いて分析する。この分析結果に基づき、ハンドオーバー時に一時的に TCP の確認応答を遅延させ

る動的遅延 ACK 制御方式を提案する。さらに、ネットワークシミュレータ ns-2 を用いて提案方式

を実装し、受信シーケンス番号変化と平均通信スループットとその時間変化、タイマ処理のため

の設定値によるパケットロス発生時のスループットの観点から評価する。最後に、本方式を実現

する上での実装コストと複雑さ、ACK 遅延のためのタイマ規定方法について考察する。 

次に、第 4 世代移動通信環境向けマルチメディア通信プロトコル技術に関してはモバイル QoS フ

レームワークにおいて、モビリティ拡張を施したセッション制御方式と中継ノードからのネット

ワーク情報を活用したストリーミングサーバでのレート制御方式を提案する。モビリティ拡張セ
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ッション制御方式では、在圏・圏外などのワイヤレスネットワーク環境の特性を考慮したマルチ

メディアセッション制御を行う。モビリティ拡張セッション制御主体の構成、本機能のために導

入した二つのタイマ(アクティビティタイマ、自動再生タイマ)を示す。さらに、対象となる圏外

の流出状況、流出要因、流出時間の三点から適用領域を明確化し、制御処理を規定する。設計お

よび実際に現在試作中のモバイル QoS システム上に実装し、無線 LAN(IEEE802.11ｂ)を用いて評価

する。 

また、ストリーミング配信サーバにおけるレート制御方式については、エンドツーエンド型の受

信状況と通信網からの無線リンクの状態を含むネットワーク情報の両者を併用したレート制御方

式を提案する。本方式では、移動通信状態を含むネットワーク情報の提供機能と、取得されたネ

ットワーク情報の通信プロトコル毎の制御パケットへの変換機能を提供する。両機能を提供する

エージェントとネットワーク情報併用レート制御方式を適用したストリーミングサーバを試作し、

IMT-2000 シミュレータ装置を介してストリーミング配信実験を実施し、基本特性として平均パケ

ットロス数、帯域変動追従性、さらにレート制御以外のモビリティ管理に必須の他の制御との関

連性において評価する。 

次に、第 4 世代移動通信環境向けシステム開発評価システム技術に関しては、無線区間を含めた

モバイルインターネット環境全体で総合的にシミュレーションを実施するシステム開発評価環境

を実現する。このため、無線シミュレータ連携方式を提案する。本連携方式の連携システム構成

と処理の流れ、交換メッセージフォーマット定義を示す。さらに、無線データリンクプロトコル

RLC(Radio Link Control)ソフトウェアシミュレータを用いて適用方式を実装し、既存シミュレー

タへの拡張部分となる開発規模において評価する。 

最後に、本研究の成果をまとめ、今後の課題について述べる。 
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第 1 章  

序 論 

 

1.1 研究の背景とその目的 

現在、移動通信分野においては移動通信網の高速化、広帯域化が急速に進行しており、

IMT-2000(International Telecommunications 2000[5][8][9])や MMAC(Multimedia Mobile Access 

Communication System[16])、無線 LAN[14][15]などの高速移動通信技術が確立されつつある。

IMT-2000 では高速通信パケットサービスで 384Kbps、MMAC では 5GHz 帯で 20 から 25Mbps、無線 LAN

では IEEE802.11a で 50Mbps を提供している。さらに、IMT-2000 の発展・高度化の検討も開始され

ており[3][6]、高速パケット伝送を目指した HSDPA(High-Speed Downlink Packet Access)では

8Mbps を提供すると共に、共有資源割り当てやハイブリッド ARQ(Auto Repeat Request)のような

高機能化が図られている。このように第 3 世代移動通信網において各アクセス網の高速化が図ら

れる中、第 4 世代の移動通信網においてはこれらの方式の異なる移動通信網が相互に密接に接続

し合い、より高度なモバイル情報通信基盤を構築する。 

同時に、高速モバイルアクセスを利用したモバイルインターネットアプリケーションが急速に

普及してきている。特にモバイルサービスアプリケーションに関しては、従来有線網の広域イン

ターネット環境において技術の確立と普及が行われたTCP/IPをはじめとするインターネット通信

プロトコルが適用される。携帯端末の CPU 能力やメモリ量などの増大が図られるにつれて、これ

らモバイルアクセスを利用したエンドツーエンド型のサービスアプリケーションについても、多

種多様化が加速されることが予想される[7][13]。 

このように高速化される移動通信網と多様化するインターネットアプリケーションに関しては、

これまでそれぞれが独立に設計、開発されてきた。そのため、モバイル環境適用時には通信プロ

トコルやサービスアプリケーションでの制御の効果を十分に発揮できないケースが多かった。こ

れは一つには、これまでのインターネットアプリケーションやインターネット通信プロトコル群

は有線のインターネットをターゲットとして設計・開発されており、モバイル通信環境に特有の

性質を考慮していないことによる。しかし、第 4 世代移動通信網においては、移動通信網技術と

IP 技術とが相互に融合し、新世代高速移動網と次世代インターネット技術との親和性が図られ、
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移動網における IP マルチメディアサービスの提供が重要となるであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1:本研究の基本アーキテクチャ 

ここで、本研究の基本となるアーキテクチャを図 1.1 に示す。モバイルコンピューティング環

境の基盤となる通信プラットフォームアーキテクチャとして、主に無線伝送物理層、無線データ

リンクプロトコル層、ネットワーク・トランスポート層、ミドルウェア・セッション層、モバイ

ルサービスアプリケーション層から構成される。さらにモバイルサービスアプリケーションとし

ては、Web、マルチメディアストリーミング配信、メール・ニュース配送、ファイル転送、各種グ

ループウェアが挙げられる。このうち本研究では、現状インターネットトラヒックの約 9 割を Web

アプリケーションが占めていること、また高速化・高度化するであろう第 4 世代移動通信網上で

は映像・音楽を中心とするマルチメディア通信が有望となることから、これら 2 つを研究ターゲ

ットアプリケーションに設定する。このとき、トランスポート・ネットワーク層部分には TCP/IP、

RTP/RTCP が相当するが、現在これらの通信プロトコル群と無線リンクを含む通信網が独立に機能

しており、そのため通信性能が低下するという問題を抱えている。そこで本研究では、ネットワ

ークアーキテクチャにおける無線リンク層と上位のネットワーク・トランスポート層間の連携の

ためのフレームワークとして無線状態管理アーキテクチャを導入する。この無線状態管理アーキ

テクチャは、第 4 世代網、IMT-2000、無線 LAN 網などの無線リンクの状態を管理し、状態の変化
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やリンク特性を上位のネットワーク・トランスポート層やミドルウェア層に通知し、これらの制

御やふるまいを変化させる契機となる。これにより、移動通信網と通信プロトコル間の垂直統合

化を行い、通信効率、機能性向上を目指す。 

このような背景のもとに、モバイル情報通信基盤の構築に関して、下記 3 点の技術を確立する

ことが本研究の目的である。 

(1) 第 4 世代移動通信環境向け TCP/IP 通信プロトコル技術の確立 

(2) 第 4 世代移動通信環境向けマルチメディア通信プロトコル技術の確立 

(3) 第 4 世代移動通信環境向けシステム開発評価方式の確立 

 

1.2 従来の研究の概観 

(1) 第 4 世代移動通信環境向け TCP/IP 通信プロトコル技術の確立 

新しい移動用 IP 制御技術[33][34]を第 4 世代の移動通信網に適用するためには、これまでの IP

技術を移動網の網構成や無線リンクの特性を考慮した上で、新しい課題について検討、評価する

必要がある。例えば、インターネット標準化のための仕様の設計・開発などの作業を行う

IETF(Internet Engineering Task Force)で検討中の Mobile IP[17][18][19]を、電話網のような

階層的なネットワーク構造において動作させようとする試みがある。このようなマイクロモビリ

ティ[25]と呼ばれる IP 移動制御技術と検討すべき課題を表 1.1 に示す。 
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表 1.1:IP 移動制御技術 

アーキテクチャ 利点 欠点 

Mobile 

IPv4[20][22] 

移動中の通信継続性、汎用的な IP 技

術の拡張 

ホームエージェント経由の冗長

ルーティング、トンネリングの

オーバーヘッド 

HIP[26] 

 

移動登録時のオーバーヘッド削減、

最短経路の形成 

トンネリング回数大 

 

CellularIP[23] 

 

最短経路の形成、訪問先アドレス不

要、セミハンドオフ機能によるパケ

ットロス回避、プライベートアドレ

ス利用可能 

ルータの経路エントリ大、ドメ

イン内通信時の冗長パス 

 

HAWAII[24] 

 

最短経路の形成、Mobile IPv4 メッ

セージの使用、複数基地局との通信

可能性考慮、スムースハンドオフ機

能によるパケットロス回避、網側で

のルーティングキャッシュの制御の

提供 

ルータの経路エントリ大、ドメ

イン内通信時の冗長パス 

 

Mobile 

IPv6[27][31][32] 

 

次世代 IP 使用(アドレス枯渇、ステ

ートレス自動アドレス設定、拡張ヘ

ッダ)、訪問先エージェント(FA)不要 

IP ヘッダサイズ大、ハンドオー

バー時のパケットロス発生、移

動登録時のオーバーヘッド大 

HIPv6[27]  

 

移動登録時のオーバーヘッド削減、

スムースハンドオフ機能 

トンネリング回数大 

 

 

表 1.1 に示すように、特にワイヤレス網内のマイクロモビリティをターゲットとしたモバイル

IP 用アーキテクチャが多く提案されている。しかし、それぞれの方式に利点と欠点があること、
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また網間のローミングを可能にする必要性などから、基本的にはマクロモビリティとして Mobile 

IPv6 のサポートが考えられる。そこで本研究では、Mobile IPを IP 移動管理制御主体とする。そ

の上でのターゲットモバイルサービスアプリケーションとしては、近年急速に普及し、さらに今

後もトラヒックが増大すると予想される Web ブラウジングと e-mail を取り上げる。また、

VoD(Video-on-Demand)のようなマルチメディアストリーミング配信に関しても携帯端末上でのサ

ービスが開始され、需要の伸びが期待される。Java 搭載型の携帯端末では、ゲームや DTP(Desk Top 

Publishing)などのアプリケーションが実行されている。これらのアプリケーションを効率的にサ

ポートするために、移動通信環境を考慮した TCP/IP プロトコル制御が必要となる。しかしながら

これらの方式では、現状では無線リンクレベルとより上位のTCP/IPレベルが独立に動作しており、

無線リンク状態の考慮や無線リンクの特徴を生かした制御などが行われていない。その結果、一

時的なルーティング誤りやパケットロスが生じ、さらにスループット低下につながる。このため

本研究では、無線リンクと TCP/IP プロトコルレベルの協調制御について検討する必要がある。 

(2) 第 4 世代移動通信環境向けマルチメディア通信プロトコル技術の確立 

マルチメディア配信技術に関する研究動向として論文[57]では、分散マルチメディアシステム

全般の QoS サポートについての総論が述べられており、QoS 制御のメカニズムとそれを取り巻く

QoS フレームワークが示されている。さらにこれまで開発された 10 のマルチメディアシステム

[66][68][69][70]を、QoS 制御機能の統合化・役割分担性・透過性・実時間性とパフォーマンスの

点から評価している。しかし、ワイヤレスネットワーク環境においては有線網とネットワーク特

性が大きく異なるため、モビリティの観点からQoSフレームワークを捉えなおす必要がある[67]。

このため、まずモバイル環境に特化した QoS フレームワークの記述を行い、モバイル QoS のため

の統一的なインタフェースを定義し、QoS の構成法について議論した[82][83][84]。さらに、ワイ

ヤレス環境に特徴的な回線の瞬断や基地局ハンドオーバーなどを考慮した動的な QoS 変化への適

応が重要であると論じた[86]。 

次に、モバイルマルチメディアに関する標準化動向としては、3GPP においてエンドツーエンド

マルチメディアサービスを会話、ストリーミング、インタラクティブ、バッググラウンドの 4 つ

の QoS クラスに分類している[58][58]。その上で、ベアラサービスに必要な基本的サービス機能
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と共通化されたアプリケーションインタフェース、ユーザ端末上の実行環境などについて標準化

を行っている[61][62]。これらの標準化動向を踏まえ、本研究では今後需要が高まることが予想

されるモバイル映像配信をサービスターゲットとした。この映像配信をダウンロード型で無くス

トリーミング型とすることにより、移動機上での記憶容量に負荷をかけること無くユーザの待ち

時間が小さい一方、ある程度のリアルタイム性が要求される。このため通信プロトコルについて

は、連続メディアのストリーミング配信を RTP(Realtime Transport Protocol) [53]/UDP/IP 上で

行い、ストリーミングセッション制御のプロトコルには RTSP(Realtime Transport Session 

Protocol)[54][55]を適用する。また、メディア符号化技術としては、MPEG-4 AAC(Advanced Audio 

Coding)(音楽)、MPEG-4(映像)などをサポートし、RTP ペイロードフォーマットは IETF の規定に従

うこととした。現在 IETF では、RTP の仕様の検討と MPEG-4[71][72][73]や AMR を始めとした各メ

ディアのペイロードフォーマットの決定作業が進められている[56]。さらに、これらのインター

ネット標準となる通信プロトコルの利用に加え、移動透過性を QoS システム全体で満足するよう

な仕組みが必要となる[63][64][65]。そこで本研究では、モビリティ拡張を施したセッション制

御プロトコルとしての mRTSP を提案した[85]。本プロトコルにより、モバイル固有の在圏・圏外

に対してセッションを一時的にサスペンド・レジュームする機構をシステムに取り込んだ。また、

ユーザの好みやコンテンツの種別に応じて QoS 制御の仕方を変更することも可能である[86]。 

ここで、これら既存の研究はサーバ－クライアント間のエンドツーエンドのネットワーク状況

を常に把握し、QoS 制御を行っている。一方、ネットワーク上の中継ノードからの通知により QoS

制御を行う方法も議論されているが、移動網の特性を考慮していない。 

(3) 第 4 世代移動通信環境向けシステム開発評価方式の確立 

現在 2001 年 10 月より商用サービスを開始している IMT-2000[90]をはじめとして、従来の PDC, 

PDC-P, PHS 網、無線 LAN 網など、無線通信方式の異なる移動ネットワークが複数共存し、モバイ

ルアプリケーションサービスの基盤ネットワークを担っている。このような移動通信網の現状を

踏まえて網設計や開発コストを効率化するには、システム全体で設計代替案やトラヒック予測、

方式評価を行うことが望まれる。最近では、フィールド試験などの実試験と同時にシミュレーシ

ョンによってこれらを実施することが多く見られるようになり、その有効性も確認されてきた。
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このようなシステムシミュレーションにおいては、シミュレーションモデル自体の設計・開発コ

ストも増大しており、並列化、視覚化、階層化などのシミュレーション方法自体の効率化技術が

重要課題になっている[91][92][93]。さらにこれまで無線網・移動網と TCP/IP をはじめとするイ

ンターネットプロトコルは独立に試験環境が整備されてきたため、両者を統合した大規模モバイ

ルインターネットシミュレーション環境を実現することが課題となる。 

1.3 研究の特長 

本研究では、第 4 世代移動通信網が複数の異種方式ワイヤレスネットワークを統合化したもの

であることを前提に、従来それぞれ独立に設計・開発されてきた移動網ネットワークと有線イン

ターネット上のTCP/IPプロトコル群およびマルチメディア通信プロトコルを協調的かつ有機的に

動作させ、両者の親和性を図ったものである。 

1.4 論文の構成 

本論文は、全 5 章からなる。 

第 1 章は序論で、研究の背景及び目標、これまでの研究の概観と本研究の位置及び特徴につい

て述べた。 

第 2 章では、第4 世代移動通信環境向け TCP/IP 通信プロトコル技術について述べる。 

データリンクで保持する無線リンクの状態に関する情報(電波強度や転送速度など)をネットワ

ークレイヤ以上に透過とするための無線リンク状態管理アーキテクチャについて述べる。無線リ

ンク状態管理アーキテクチャは、無線リンクの状態により上位の TCP/IP レイヤに状態変化を通知

し、TCP/IP プロトコル制御の契機とするためのアーキテクチャである。まず、本アーキテクチャ

の基本方針とレイヤリングモデルについて述べる。次に、移動 IP アーキテクチャへのインパクト

と動作例について述べる。また、移動管理エージェントプリフェッチ機能と移動管理エージェン

ト切り替え機能、TCP 広告ウィンドウ制御の詳細と各制御エンティティのプロトコルレイヤ処理に

ついて説明する。評価として、TCP スループットの時間変化と考察について述べる。 

移動用 TCP 制御方式については、既存の移動 IP ネットワークでの経路制御において、ハンドオ

ーバー時に一時的に二重経路が発生し、TCP のシーケンス番号順序逆転問題が発生する事象につい

て分析する。この分析結果に基づき、ハンドオーバー時に一時的に TCP の確認応答を遅らせて送
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信する動的遅延 ACK 制御方式を提案する。さらに、ネットワークシミュレータ ns-2[35]を用いた

シミュレーションにより、受信シーケンス番号変化と平均通信スループットとその時間変化、タ

イマ処理のための設定値によるパケットロス発生時のスループットの観点から評価結果と考察に

ついて述べる。最後に、本方式を実現する上での実装コストと複雑さ、ACK 遅延のためのタイマ規

定方法について述べる。 

第 3 章では、第4 世代移動通信環境向けマルチメディア通信プロトコル技術について述べる。 

本章では、モバイルマルチメディア通信分野において、特にモビリティ拡張を施したセッショ

ン制御と、中継ノードからのネットワーク情報を活用したストリーミングサーバでのレート制御

の二点について述べる。 

まず、インターネット標準におけるセッション制御プロトコルとして広く用いられている

RTSP[54]を使用し、その上でモビリティ拡張を施す。このモビリティ拡張機能では、在圏・圏外

など特にワイヤレスネットワーク環境の特性を考慮したマルチメディアセッション制御を行う。

モビリティ拡張セッション制御主体の構成や、本機能のために導入した二つのタイマ(アクティビ

ティタイマ、自動再生タイマ)を示す。さらに、今回特に対象とする圏外の流出状況、流出要因、

流出時間の三点から適用領域を明確化し、制御処理を規定する。設計および実際に現在試作中の

モバイル QoS システム上での実装について述べる。最後に、無線 LAN(IEEE802.11ｂ)を用いた適用

評価結果を示す。 

次に、ストリーミング配信サーバにおけるレート制御について、エンドツーエンド型の受信状

況と通信網からの無線リンクの状態を含むネットワーク情報の両者を併用したレート制御方式を

提案する。本方式では、移動通信状態を含むネットワーク情報の提供機能と、取得されたネット

ワーク情報の通信プロトコル毎の制御パケットへの変換機能を提供する。両機能を提供するエー

ジェントとネットワーク情報併用レート制御方式を適用したストリーミングサーバを試作し、

IMT-2000 シミュレータ装置を介してストリーミング配信実験を行った。本評価において、基本特

性として平均パケットロス数、帯域変動追従性、さらにレート制御以外のモビリティ管理に必須

の他の制御との関連性における評価結果について述べる。 

第 4 章では、第4 世代移動通信環境向けシステム開発評価システム技術について述べる。 
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モバイルインターネットシステム評価環境として、無線区間を含めたモバイルインターネット

環境全体で総合的にシミュレーションを実施する環境が不十分である。このため、モバイルイン

ターネットシステム評価ツールとして、広域ネットワークシミュレータと無線区間シミュレータ

を連携させることにより、効率的な大規模モバイルネットワーク環境でのシミュレーション環境

を実現する。複数シミュレータ連携方式における連携システム構成と処理の流れ、交換メッセー

ジフォーマット定義について説明する。さらに、設計と実装においては、無線区間シミュレータ

として OPNET[101]上での W-CDMA[2]の無線データリンクプロトコル RLC(Radio Link Control)[99]

ソフトウェアシミュレータを使用し[87]、広域インターネットシミュレータ ns-2 との連携処理を

実現する。最後に、既存シミュレータへの拡張部分となる開発規模における適用評価を示す。 

第 5 章では、結論として、本研究の成果をまとめ、今後に残された課題について述べる。 
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第 2 章  

第4世代移動通信環境向けTCP/IP通信プロトコル技術 

 

2.1. まえがき 

第 4 世代移動通信網では、帯域の大容量化に伴ってスループットが増加する一方、セルの領域

が小さくなりセル数も増えると予想される。このとき移動端末(MH:Mobile Host)は、効率的にセ

ルを切替えながら移動していかなくてはならない。さらにこの間、通信の継続性が重要となる。

ここで(1)効率的な IP ベースのハンドオーバーを提供すること、さらに(2)ネットワーク特性の異

なるセルを柔軟に切替え可能とすることが課題となる[22][29]。これに対し現状では、無線リン

クとより上位レイヤの TCP/IP プロトコルが独立に動作していることが問題点として挙げられる。

例えば、Mobile IP エージェント切替えは、訪問先エージェントが定期的に発行するエージェント

広告に頼っている。基地局のハンドオーバーが起こっても IP ベースの移動制御処理が直ちに行わ

れていず、移動端末へのパケットが無駄に廃棄される。また、ワイヤレス環境で TCP/IP 通信を行

う場合、移動端末の移動やフェージング、電波障害などのさまざまな要因により回線品質が変化

し、その結果有線のネットワーク環境よりもパケットロスが生じやすい[46][47]。このようにト

ランスポートレイヤでの問題としては、無線リンクの状況悪化を原因とするパケットロスに対し、

TCP のウィンドウ制御においては輻輳と解釈して輻輳ウィンドウを縮小し、その結果通信効率を低

下させるということが挙げられる[47][52]。例えば、IEEE802.11 を用いた階層的ネットワーク構

造において、移動端末がハンドオーバーを実行しながら ftp 通信を継続するケースのシミュレー

ション結果を図 2.1 に示す。40 秒、60 秒、80 秒付近は、基地局ハンドオーバーにより通信スル

ープット、輻輳ウィンドウサイズともに低下している。ここで図 2.1 から明らかなように、基地

局切り替え後は通信開始時と比較してスループットがすぐには回復していない(通信開始時は、平

均 160KBytes/sec)。本シミュレーション結果では、最初の切り替えで輻輳回避フェーズの閾値 

(ssthresh[40])が最小値に設定され、新規の通信路の確立後はすぐに輻輳回避フェーズに入る。

このとき、送信ノードから受信ノードまでの各パスの遅延時間をあらかじめ 50msec と設定してい

る。そのため、RTT が大きいと輻輳ウィンドウサイズが最初値から上昇していくのに時間がかかっ
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てしまう。理論値でも、RTT が 400msec でスループットが回復(160KBytes)するまで 24.0sec，

500msec で 38.0sec、最後の 600msec で 54.6sec もかかる。このように、無線リンクのように低速

高遅延環境では、ハンドオーバーや電波障害などにより一旦輻輳ウィンドウサイズが縮小してし

まうと、スループット回復にかなり時間がかかる。このように、低速高遅延であることが知られ

ているワイヤレス環境では、一旦輻輳ウィンドウが低下すると、電波強度は回復しても TCP の通

信スループットの回復に時間がかかり、その結果通信効率が低下する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1:TCP 通信スループットと輻輳ウィンドウサイズの時間変化 

 

2.2. 無線リンク状態管理アーキテクチャ 

無線リンク状態管理アーキテクチャは、無線リンクと TCP/IP プロトコル群の独立性に起因する

問題に対処するため、無線リンクの状態により上位の TCP/IP レイヤに状態変化を通知し、TCP/IP

プロトコル制御の契機とするためのアーキテクチャである。次節に、基本方針とレイヤリングモ

デル(図 2.2)について述べる。また、移動IPネットワークへのインパクトと動作例について述べ、

最後に詳細設計と機能について述べる。 

2.2.1. アーキテクチャ 

本アーキテクチャでは、無線リンク状態を管理するための無線リンク状態通知機能および制御

機能を提供する。このため、SNR(Signal-to-Noise Ratio)やリンク帯域などの基地局情報を上位
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のネットワークおよびトランスポートレイヤに透過とする。例えば、データリンクレイヤでの基

地局ハンドオーバーをネットワークレイヤに通知し、新規アドレス割り当て処理や Mobile IP の

移動管理エージェント切り替え処理などを行う。また、電波強度の弱い基地局に対しても移動管

理エージェント要求メッセージを送信し、基地局ハンドオーバーと同時に位置登録要求処理が開

始できるよう、あらかじめ移動管理エージェントや新規割り当てアドレス情報を保持しておく。

一方、トランスポートレイヤでは、基地局から離れる、電波障害やフェージングなどの原因によ

る電波状況の悪化により、広告ウィンドウサイズを変化させ一時的に TCP 通信を停止するなどの

フロー制御を行う。本制御により、パケットロスとそれによるスループット低下を回避できると

ともに、転送品質の悪化やトラヒック輻輳に応じた多様なモビリティ制御が提供可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2:無線リンク状態管理に関するレイヤリングモデル 

 

2.2.2. 移動 IP アーキテクチャ 

現在の移動 IP アーキテクチャでは、基地局のハンドオーバー後直ちに移動ホストが移動管理エ

ージェントを切り替えないため、実時間 IP ベースハンドオーバーが困難である。現状では、移動

ホストが定期的にリンク上に送信される移動管理エージェント広告を受信して初めてネットワー

クを移動したことを認識する。これに対し、本研究が提案する無線リンク状態管理の移動 IP アー

キテクチャへの効果を以下に示す。 

データリンク 
レイヤ 

ネットワーク 
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トランスポート 
制御部 

状態変化 

電波強度 
基地局ハンドオーバー 
転送速度 

IP アドレス割り当て 

移動管理エージェント管理 

TCP フロー制御 

動的遅延 ACK 制御 
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(1) 基地局ハンドオーバーの応答として活性化された移動管理エージェントを切り替えるこ

とにより、広告を頻繁に送信してネットワーク資源を無駄に浪費することなく、高速 IP ベース

ハンドオーバーが実現できる。また、上り経路が下り経路と異なる場合でさえも、移動先管理

エージェントの無線リンクアドレスを予め保持することができる。このように、移動管理エー

ジェントに移動ホストの正確な位置を通知することにより、経路ミスやパケットロス、通信ス

ループット低下を回避できる。 

(2) TCP、RTP などの上位トランスポートレイヤに制限されること無く IP レベルの管理エージ

ェントを切り替えることは、無線リンクの変化やリンクの通信品質の変動を隠蔽できる。また、

基地局ハンドオーバーがトランスポートレイヤに及ぼす影響を最小化可能である。 

(3) 移動ホストが無線セルの境界部分に位置する場合、移動ホストは基地局を頻繁に切り替

えることになる。このとき、無線リンク状態管理により、移動ホストは無線セルに戻る度移動

管理エージェントリストを要求することなく保持するリストを切り替えることで、現移動管理

エージェントを活性化することが可能となる。 

(4) 無線リンク状態管理を用いた TCP 広告ウィンドウ制御では、パケットロス無しで TCP 輻

輳ウィンドウサイズを一時的に縮小するため、通信スループットが迅速に回復する。本制御で

は、IP ベースハンドオーバー時に一時的に通信を停止させ、パケットロスを回避する。さらに、

移動ホストと基地局との協調制御により、エンドツーエンドのサーバの制御遅延を補償できる。

また、基地局バッファリングの影響として、通信断の電波強度閾値を最小化することも可能と

なる。 

2.2.3. 制御処理 

ここでの移動管理エージェントとは、Mobile IP ではホームエージェントや訪問先エージェント

として定義される[17]。移動管理エージェントは、移動ホストの現在置や登録された移動ホスト

に対する経路サービスを提供する。移動管理エージェントは管理ドメイン内、例えば基地局ノー

ドに位置し、管理エリアに訪れた移動ホストの移動管理エージェント登録やパケット転送を提供

する。 

図 2.3 は、無線リンク状態管理アーキテクチャ適用時の移動管理エージェントプリフェッチ機
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プリフェッチ

能の動作を示す。移動ホスト(MH)は基地局 1(BS1)と通信中、基地局 2(BS2)へ移動している。ここ

で、MH1 は BS2 から初めてビーコンを受信すると、BS2 の移動管理エージェントリストが無いこと

を契機にBS2の電波強度が未だ弱いにもかかわらずBS2に移動管理エージェント要求を送信する。

訪問先エージェント 2(FA2)は移動管理エージェント広告を送信し、MHは FA2 の移動管理エージェ

ントリストを保持する。 

 

 

 

 

 

 

図 2.3:移動管理エージェントプリフェッチ機能(ケース 1) 

次に図 2.4 に示すように基地局ハンドオーバーが発生すると、移動管理エージェントプリフェ

ッチ機能によりあらかじめ保持された移動管理エージェントリストを用いて移動登録要求(Reg)

を即座に転送する。それゆえ、ホームエージェント(HA)は MH の新しい位置を即座に認識し、正確

にパケットを転送することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4:移動管理エージェント切り替え機能(ケース 2) 

次に、図 2.5 に示すように BS1 から電波強度が弱くなると、広告ウィンドウサイズの値を 0 に

設定した TCP の ACK パケットがサーバに送信され、データ通信が一時的に停止する。ハンドオー

FA1

BS1

FA2

BS2

MH

1 登録

HA

2 登録

3 Data
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バー発生後は、新しい基地局(BS2)を介して TCP 通信が再開するように通常の広告ウィンドウサイ

ズを指定した ACK を送信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5:TCP 広告ウィンドウ制御(ケース 3) 

さらに、図 2.6 に示すように移動ホストの電波強度が低下したら、TCP データを基地局で一時

的にバッファリングする。もし電波強度が回復したら、基地局はバッファリングデータの転送を

再開する。一方、もし電波強度が弱い状態が一定期間続いたら、広告ウィンドウサイズを 0 に設

定した ACK が基地局から TCP 送信ノードに転送され、データ通信が一時的に停止する。ハンドオ

ーバー後は、Mobile IP のバインディング更新機能により、移動先移動管理エージェントにバッフ

ァがトンネリング転送される。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6:基地局の TCP 広告ウィンドウ制御 

FA1

BS1

FA2

BS2

MH

3 Ack

Servers

4 Ack

5 Data

1 Ack

2 Ack

Stop transmission

FA1

BS1

FA2

BS2

MH
3 Reg

5 Tunneling

2 Buffering

4 BindUpdate

6 Data
1 damaged link
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2.3. 高速 IP 制御方式 

2.3.1. IP 制御方式 

2.2 章で提案する無線リンク状態管理アーキテクチャに基づく高速 IP 制御方式において、無線

リンク状態管理機能の詳細と各制御エンティティとの関連をプロトコルレイヤを考慮して述べる。

図 2.7 に示すように、無線リンク状態管理機能は各制御エンティティにおいて実現する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7:移動ホスト、基地局、サーバの機能構成図 

・ 移動管理エージェントプリフェッチ機能 

移動ホストが新たに認識した基地局からビーコンを受信して基地局リストを更新すると、移動

ホストの移動管理エージェント制御部から移動管理エージェントに対してエージェント要求が送

信される。移動管理エージェントはエージェント広告を応答すると、移動ホストはエージェント

リストとして保持する。このように、移動ホストの移動制御部は移動管理エージェントリストを

有効期限中保持する。 

・ 移動管理エージェント切り替え機能 

移動ホストの移動管理エージェント制御部では、無線リンク状態管理部から基地局ハンドオー

バーを通知されると、あらかじめ保持した移動管理エージェントリストから移動管理エージェン

トを割り当てる。本処理により、基地局ハンドオーバーと同時に移動管理エージェントの登録処

理部から登録要求メッセージが送信される。 

・ TCP 広告ウィンドウ制御機能 

移動ホスト 

TCP フロー制御 
- TCP 広告ウィンドウ制御 

移動管理エージェント管理 
- エージェントプリフェッチ機能 
- エージェント切り替え機能 

無線リンク状態管理機能 

トランスポート 
レイヤ 

ネットワーク 
レイヤ 

データリンク 
レイヤ 

サーバ 

TCP フロー制御 

基地局 

登録要求 
処理 

エージェント 
広告処理 

ハンドオー 
バー処理 

ビーコン処理 

移動管理エージェント 



 17 

トランスポートレイヤの TCP フロー制御部は無線リンク状態管理部から基地局の電波強度の低

下を通知されると、縮小した広告ウィンドウサイズを含む ACK パケットを送信し、サーバは通信

を中断する。ここで電波強度が復帰したら、通常の広告ウィンドウサイズを指定した ACK を移動

ホストの TCP 制御部からサーバに送信し、サーバは通信を再開する。 

2.3.2. 設計および実装 

次に、移動ホストの詳細モジュールと制御主体との関連付けにおける全体の処理について図 

2.8 を用いて述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.8:移動ホストのレイヤリング設計図 

移動ホストがビーコンを受信すると共に、基地局 ID、基地局リスト有効期限、転送レートと電

波強度などを表 2.1 に示す基地局リストとし、無線データリンクレイヤのビーコン処理部で保持

する。タイマ処理機能では、監視および通知機能により監視中の基地局リストが変化し基地局 ID

がリストに無かった場合、エージェント要求メッセージをブロードキャスト型で送信する。エー

ジェント広告を受信すると、表 2.2 に示す移動管理エージェントリストとして予め保持する。現

基地局の電波強度が低下したら、無線リンク状態管理部のハンドオーバー処理部において無線セ

ルを検索し新たに選択した基地局との同期を図る。続いてネットワークレイヤに基地局ハンドオ

ーバーが通知されると、登録処理部において移動管理エージェントリストから予め保持する新規

移動ホスト 

TCP 広告ウィンドウ制御部 

登録処理部 

監視・通知処理部 

ＴＣＰパケットの保持 

TCP 処理部 
ＴＣＰフロー制御部 

エージェント広告処理部 

移動管理エージェント 

リスト 

移動管理エージェント制御部 

基地局リスト 

ハンドオーバー処理部 ビーコン処理部 

無線リンク状態管理部 
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アドレスと移動管理エージェントを割り当てる。 

電波強度が予め指定した閾値より低下したことが TCP フロー制御部に通知されると、TCP 広告ウ

ィンドウ制御部は縮小した広告ウィンドウサイズを指定した ACK パケットを送信側に応答する。

同時に、受信した TCP パケットをその後の ACK 応答のため保存する。受信側の電波強度は無線リ

ンク状態管理部の監視および通知処理部で定期的に監視される。このとき、無線リンク状態管理

部から TCP フロー制御部に対して電波強度が閾値を上回ったことが通知されると、TCP 広告ウィン

ドウ制御部で保持された TCP パケットから受信シーケンス番号などの情報を取得する。TCP 処理部

で、広告ウィンドウサイズは通常に計算され、ACK パケットが応答される。 

表 2.1:基地局リスト 

BSID 有効期限 受信時刻 転送レート SNR 在圏フラグ 

BS001 

BS010 

BS023 

1ｈ 

1ｈ 

1ｈ 

03.01.10:00 

03.01.12:01 

03.01.10:02 

2Mbps 

10Mbps 

2Mbps 

20 

15 

25 

On 

Off 

Off 

 

表 2.2:移動管理エージェントリスト 

AgentID 有効期限 受信時刻 移動管理エージェントアドレス BSID 

A001 

A003 

A010 

1ｈ 

1ｈ 

1ｈ 

03.01.10:01 

03.01.12:05 

03.01.10:03 

133.201.139.101 

133.201.139.110 

133.201.139.123 

BS001 

BS010 

BS023 

 

次に、基地局での TCP 広告ウィンドウ制御処理について、次に述べる。 

移動ホストは、縮小した TCP 広告ウィンドウを指定した ACK を送信ノードに転送すると、基地

局の TCP-ACK 処理部で受信し(図 2.9)、移動ホスト宛の TCP データをバッファリング開始とする

(2, 3)。移動ホストは基地局 2(BS2)に切り替え後、Mobile IP の登録要求を新規の移動管理エー

ジェント(FA2)に送信する(4)。FA2 は Mobile IP のバインディング更新を移動前の移動管理エージ
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ェントに転送する(FA1，5)。FA1 はバッファリングした TCP パケットをカプセル化し、FA2 にトン

ネリング転送する(6，7)。FA2 はパケットを取り出し、移動ホストに転送する(8)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9:TCP 広告ウィンドウ制御処理 

基地局での TCP 広告ウィンドウ制御の状態遷移を図 2.10 に示す。また、各状態で実行される動

作を表 2.3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.10:基地局での TCP 広告ウィンドウ制御の状態遷移図 

FA1/BS1

バインディング更新処理部 登録要求処理部

バッファリングデータ
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6 TCPデータ

3 TCPデータ

1 ACK 2 TCPデータ

8 TCPデータ
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7 TCPデータ

5 バインディング更新

4 登録要求
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*recv:MobileIP(RegReq) 
 send:MobileIP(BindUpdate WINC_ 

IDLE 

WINC_ 
BUF 

recv:ACK(adv=0) WINC_ 
TUN 

#recv:MobileIP(BindUpdate
 send:MobileIP(ACK) 

recv:ACK 
(adv=0) 

recv:ACK 
(adv>0) 

Lifetime 
expire 

same as * 

same as # 

same as # recv:ACK 
(adv=0) 
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表 2.3:基地局の TCP 広告ウィンドウ制御により実行される処理 

遷移状態 動作 

WINC_IDLE 移動端末から Mobile IP 登録要求メッセージを受信する前の初期状態。 

WINC_MON 移動先管理エージェントは登録要求メッセージを受信すると、移動前管理

エージェントにバインディング更新メッセージを送信し、WINC_MON 状態に

移る。このとき移動前管理エージェントは、このバインディング更新メッ

セージを受信すると WINC_BUF から WINC_TUN に遷移し、カプセル化された

パケットが転送される。さらに、移動端末アドレスから送信される ACK パ

ケットのモニタリングを開始する。 

WINC_BUF 広告ウィンドウサイズに最小値(0)が指定された ACK を受信すると、 

(送信アドレスとポート番号、受信アドレスとポート番号)毎に TCP パケッ

トのバッファリングを行う。バッファリングした TCP に対し、最小値以外

の広告ウィンドウサイズが指定されたACKパケットを受信すると、WINC_MON

状態に戻る。 

WINC_TUN 移動先管理エージェントから Mobile IP のバインディング更新メッセージ

を受信すると、移動端末宛てのバッファリングパケットをトンネリング化

して移動先FAへ転送する。また、WINC_MONからACKを受信せず直接WINC_TUN

に遷移する場合もある。以後、バインディングキャッシュが無効化するま

でトンネリングを継続し、WINC_IDLE に遷移する。 

 

2.3.3. 評価 

本研究で提案する無線リンク状態管理アーキテクチャを、無線環境特性に対する提供機能面に

おける定性評価とシミュレータを用いた通信効率に関する定量評価の二点において評価する。 

2.3.3.1. 定性評価 

まず定性評価として、無線環境特性として重要となる基地局負荷・スケーラビリティ、ハンド
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オーバー、通信効率の 3 点において評価を行った。評価結果を表 2.4 に示す。 

表 2.4:提案方式の定性評価 

 

既存方式である Snoop も I-TCP も無線リンクエラーと TCP の輻輳制御を切り分けようとする方

式であり、Snoop はモニタリング手法、I-TCP はコネクション終端手法により実現化を図ってい

る。しかしながら、常に TCP,ACK パケットを監視、バッファリングする場合基地局への負荷が

重くなること、またハンドオーバー時の TCP の状態引渡しの処理が煩雑となることから提案方

式の方が優位であると判断した。さらに、本方式は無線リンク状態悪化が短期的／長期的の別

により、短期で終了時は基地局でデータを一時的にバッファリングし、長期に渡ればサーバへ

の広告ウィンドウサイズ制御で送信ノードにおいて送信を一時停止する。ハンドオーバーした

場合にはバッファリングデータを移動先へ転送する。このように、多様な無線リンク状態特性

に柔軟に対応している。 

 

 基地局負荷・スケー

ラビリティ 

ハンドオーバー 通信効率 

Snoop[48] × 

（常にTCP,ACKパケ

ット監視、全てバッ

ファリング） 

△ 

（バッファリングデー

タ無効化） 

△ 

（サーバは定常状態とし

てパケット転送） 

I-TCP[46] × 

（TCP コネクション

二重化） 

△ 

（コネクション状態の

引渡しなど処理煩雑） 

△ 

（パケットロス後に制御

が動作） 

提案方式 △ 

（無線リンク状態

悪化時のみバッフ

ァリング） 

○ 

（MobileIP 制御により

パケットを移動先へ再

トンネリング） 

○ 

（パケットロス前にエラ

ー発生予測、長期間時はサ

ーバで転送一時停止） 
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2.3.3.2. 定量評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.11:シミュレーションのネットワーク構造 

表 2.5 シミュレーション評価条件 

パラメータ 指定値 

セル半径 

基地局間距離 

伝播モデル 

最大再送回数 

帯域幅 

狭帯域符号化 

広帯域符号化 

シュミレーション時間 

パケットサイズ 

移動スピード 

250m 

400m 

2 Ray Ground 

4 回 

10Mbps(有線区間), 2Mbps(無線区間) 

BPSK(Binary Phase Shift Keying) 

DS(Direct Sequence) 

120 秒 

1500 バイト 

70km/sec 

 

本研究で提案する無線リンク状態管理アーキテクチャおよび高速 IP 制御方式を、UCB/LBL/VINT

プロジェクトが開発した ns-2 シュミレータ(ns-2.1b6[35])上に実装した。階層的ネットワーク構

造(図 2.11)を構築し、移動ホストは4つの基地局を切り替えながら時速約70kmで移動している。

0 

1 

2 

4 5 6 7 

3 

8 
70km/

MH 

FA 

FTP 

HA FA FA 
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無線区間は IEEE802.11 をシュミレーションしている。ノード0 は ftp サーバ、ノード1 はインタ

ーネットと移動網とのゲートウェイノード、ノード 4, 5, 6, 7 は基地局かつ訪問先エージェント、

ノード 8 は移動ホストかつ ftp 受信ホストを表す。以後、ノード 0-1 間リンクをインターネット

側、1-2、2-4,5、3-6,7 間リンクを有線区間、4,5,6,7-8 間リンクを無線区間とする。また、シミ

ュレーション評価条件を表 2.5 に示す。 

2.3.3.3. 評価システム 

評価システムとして、CMU(カーネギーメロン大)Monarch プロジェクトで拡張されたワイヤレス

モビリティ部を変更し、ワイヤレスシュミレータの開発を行った。実際のネットワーク環境に近

い状態をシュミレーションするために、実際の移動端末の動作履歴を使用している。また、移動

端末の動作に従い、移動端末における受信スループットがリアルタイムにグラフ上に表示され、

あらかじめ記録されたグラフと合わせて表示することで、異なる方式のスループットと比較でき

るようになっている。 

2.3.3.4. 評価結果 

既存の方式として ns-2 シミュレータの TCP エージェントとして配布されている実装のうち、

4.3BSD Tahoe[45], Reno[39], NewReno[41]，Vegas[43]，SACK[42] を使用した。本研究の実装で

は、既存のケース(Graph-(a))、移動管理エージェントプリフェッチ機能を追加したケース

（Graph-(b)）、TCP 広告ウィンドウサイズ制御機能を移動機側のみに追加したケース(Graph-(c))

および移動機と基地局に加えたケース(Graph-(d))を評価した。各実装の移動端末における時間経

過に伴う TCP のスループットの変化を図 2.12 

図 2.13 図 2.14 図 2.15 図 2.16 に示す。 

・既存の Tahoe，Reno，NewReno，SACK のハンドオーバー時のパケットロス(各実装における

Graph-(a)) 

既存の 4 方式についてのシミュレーション結果では、次の基地局と MAC レベルで通信可能とな

っていながら、Mobile IP の登録処理は定期的に発行されるエージェント広告メッセージに依存し

ているため、この間に遅れが生じた。シミュレーション結果では、次の基地局との TCP 通信が再

開するまでに、平均 4.768 秒かかった。このとき送信側では、タイムアウトによる輻輳ウィンド

ウ制御が行われ、輻輳ウィンドウサイズと輻輳回避フェーズの閾値が最小値に縮小した。 
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・既存のVegas実装のウィンドウ制御とMobile IPのRTT(Vegas実装図 2.15におけるGraph-(a)) 

既存の Vegas 実装を用いた場合には、他のアルゴリズムと比較して全体的にスループットが低

い。これは、Vegas の輻輳回避メカニズムが、スループット予測値と実際値との差によって輻輳ウ

ィンドウ制御を行っていることによる。シミュレーション結果では、トラヒックが増加するにつ

れ無線区間での遅延時間が大きくなると、他の実装よりも早い時点で輻輳回避フェーズに入った。

このため、スループット増加が他実装と比較して緩やかである。さらに、基地局切り替えと同時

にスループット平均値が低下している。これは、スループット予測値が全通信時間中の遅延時間

の最小値に設定されていることによる。しかし、Mobile IP を用いた移動通信の場合には、移動に

伴いパスが変化し、それに伴い遅延時間も変動する。そこで、基地局を切り替え遅延時間が大き

くなると同時に、スループット予想値と実際値にずれが生じ、それが Vegas では輻輳状態と解釈

され輻輳ウィンドウサイズが小さいままでスループットが回復しないという結果になった。 

・リンク状態通知-プリフェッチ機能追加時のスループット(各実装の Graph-(b)) 

TCP の各実装に上記の機能を追加した場合、全ての実装においてハンドオーバー時のスループッ

ト低下期間が短縮され、スループットの回復も既存の実装に比較して速い。本バージョンでは、

基地局切り替え後、あらかじめ保持するエージェント情報を使用してすぐに登録要求を送信して

いる。このため、ホームエージェントに登録要求が到着する時間が平均 1.537 秒早まった。ホー

ムエージェントを経由したパケットが移動端末に届かなくなってから新規の基地局がホームエー

ジェントに登録されるまでの時間は既存実装では 2.847 秒に対し、本バージョンでは 0.814 秒で

あった。このように、本バージョンは通常バージョンに比べて切断時間が改善されているため、

スロースタート期間が長くなり、この期間は指数関数的にスループットが上昇し、その後も順調

に輻輳ウィンドウサイズが拡大される。しかし、切り替えの回数を重ねていくと、閾値も低下し

て早く輻輳回避フェーズに入るようになる。輻輳回避フェーズでは既存実装と同様に、スループ

ットの回復に時間がかかっている。 

・リンク状態通知-プリフェッチ機能追加時の Tahoe，Reno，NewReno，Vegas，SACK 実装の比較

(Graph-(b)) 

Reno 実装( 
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図 2.13:Graph-(b))は、Tahoe 実装(図 2.12:Graph-(b))に比べて基地局切り替え後のスループ

ットが低い。これは、Reno の高速再送アルゴリズムによる。Tahoe では、再送パケットの ACK が

受信されると、次の紛失パケットが即座に再送される。しかし Reno の場合には、重複 ACK に対し

て再送したパケットに関しては、ACK を受信しても次のパケットを送信しない。このとき、次のパ

ケットもタイムアウトし、ssthresh 値はさらに半分となった。このように、ssthresh 値は Tahoe

の半分になったため、輻輳回避フェーズが Tahoe よりも早く始まり、スループットの回復にもよ

り時間がかかる結果となった。NewReno では、切り替え後一定期間スループットがほぼ 0 に近く、

その後急速に回復している(図 2.14:Graph-(b))。これは、1 ウィンドウ内のパケットが複数個紛

失した場合の Reno への拡張部分が機能したことによる。Reno 同様の高速回復アルゴリズムに従い

パケット再送後、ウィンドウ内のパケットを 1 つ再送しては再送タイマをリセットする。NewReno

ではこの動作をウィンドウ内の全てのパケットが応答確認されるまで繰り返すため、特にウィン

ドウサイズが開いた後の無線のような高遅延リンク上ではスループットが低い状態がかなり続い

てしまう(図 2.14:Graph-(b)40.8-50.6 秒付近)。一方、Vegas 実装(図 2.15:Graph-(b))は、通常

バージョンの Vegas(図 2.15:Graph-(a))と比較すると向上している。また、一回目のハンドオー

バー時には、他の実装と比較してスループットの落ち込みが見られない。これは、Vegas 実装が

ACK を受信する毎に RTT を再計算してウィンドウサイズを決定していることによる。ハンドオーバ

ーの直前に、無線リンク状態の悪化により遅延時間が延び、輻輳ウィンドウサイズを縮小してい

る。このように、他の実装と異なり、ハンドオーバーより以前にリンクダウンを予知しパケット

転送を控えたため、ハンドオーバー時のパケットロスを回避できた。SACK 実装 (図 

2.16:Graph-(b))の場合には、回復期間において ACK 受信時のパケット転送量に制限を付けている

ため、再送パケットに対するACKを受信しても次のパケットの再送が行われずタイムアウトする。

その結果、Tahoe 実装よりも早く輻輳回避フェーズに入った。 

・移動機側への広告ウィンドウ制御追加時の Tahoe，Reno，NewReno，Vegas，SACK 実装の比較

(Graph-(c)) 

移動機側の各TCP実装にリンク状態通知-プリフェッチ機能と広告ウィンドウ制御を適用した結

果を各実装の Graph-(c)に示す。その結果、移動端末が基地局から離れて電波強度が弱くなると、
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縮小した広告ウィンドウサイズの ACK を応答することにより、前述のようなハンドオーバーによ

るパケットロスを回避することができ、輻輳ウィンドウサイズや閾値はそのままで通信を中断す

ることができた。このように本制御により、電波状況の良好なときはスループットを高い状態で

維持できるようになる。評価結果ではスループットの平均値が、ハンドオーバー毎に段階的に変

化している。これは、今回の実験において Mobile IP のパスの遅延時間の総和が、ハンドオーバ

ーによって段階的に変化しているためであり、TCP ウィンドウサイズ拡張オプションを用いたウィ

ンドウサイズの初期値(80KBytes)の設定でスループットの最大値が制限されたことによる。一方

Vegas 実装(図 2.15:Graph-(c))は、3 回目のハンドオーバー後、スループットが既存の Vegas(図 

2.15:Graph-(a))と比較して徐々に回復している。これは、本研究の広告ウィンドウ制御により一

旦ネットワーク上のパケットが無くなり、輻輳ウィンドウが初期値となったため、RTT の計算がリ

セットされ図り直された。そのため、スループットの予想値と実測値の差が小さくなり、輻輳ウ

ィンドウサイズが順調に大きくなっていき、それに伴いスループットが増加した。 

・移動機と基地局への広告ウィンドウ制御追加時の Tahoe，Reno，NewReno，Vegas，SACK 実装

の比較(Graph-(d)) 

無線リンクの状態に応じた基地局でのバッファリング機構により制御遅延が縮小され、それに

伴いスループット低下時間も縮小された。最悪のケースでも、スループット低下はハンドオーバ

ー後に移動機によって送信されたバインディング更新が移動前の基地局に到着するまでの期間と

なった。二度目のハンドオーバー時は、移動前の基地局(ノード-5)と移動後の基地局(ノード-6)

の距離がネットワーク階層において遠くなるため、エンドツーエンドの遅延時間が 200msec にも

なり、結果としてスループットがほぼ半分となった。さらに、ホームエージェントから移動後の

基地局へ直接転送されるパケットと、一度移動前の基地局に転送され、そこでカプセル化されて

移動後の基地局にトンネリング転送されるパケットが混在し、TCP パケットのシーケンス番号の受

信順序が崩れ、受信側は重複 ACK を転送していた。本問題を解決するには、基地局にシーケンサ

ーなどの機能が必要となると考える。 
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図 2.12:Tahoe 実装の通常、リンク状態通知、TCP 広告ウィンドウ制御における通信スループット 

                                   

図 2.13:Reno 実装の通常、リンク状態通知、TCP 広告ウィンドウ制御における通信スループット 

                                        

図 2.14:NewReno 実装の通常、リンク状態通知、TCP 広告ウィンドウ制御における通信スループット 

                                        

図 2.15:Vegas 実装の通常、リンク状態通知、TCP 広告ウィンドウ制御における通信スループット 

                                        

図 2.16:Sack 実装の通常、リンク状態通知、TCP 広告ウィンドウ制御における通信スループット 

Graph-(a) Graph-(b) Graph-(c) Graph-(d) 

Graph-(a) Graph-(b) Graph-(c) Graph-(d) 

Graph-(a) Graph-(b) Graph-(c) Graph-(d) 

Graph-(a) Graph-(b) Graph-(c) Graph-(d) 

Graph-(a) Graph-(b) Graph-(c) Graph-(d) 
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最後に、各実装毎の既存のケース、リンク状態通知を追加したケース、TCP 広告ウィンドウ制御

を移動機側のみ追加したケース、移動機と基地局に追加したケースにおける平均通信スループッ

ト(KBytes/sec)を図 2.17 に示す。既存ケースと比較してリンク状態通知機能を導入した場合は各

実装において平均 48.594%、さらに TCP 広告ウィンドウ制御を移動機側のみに追加した場合には平

均 79.105%、移動機と基地局の両ノードに追加した場合には、157.5%スループットが向上した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.17:通信スループット平均値(kbps/sec) 

 

2.4. 移動用 TCP 制御方式 

2.4.1. 課題 

ホストの移動透過性を満足させるための移動 IP ネットワーク上に TCP/IP プロトコルを動作さ

せたときの問題点として、パケットの順序逆転問題が挙げられる。例えば Mobile IP では、送信

側から移動端末側へ転送されたパケットは常に HA を経由するため、経路の冗長性やホームエージ

ェントの負荷などが問題となっていた。このため、送信ノードで移動先アドレスをキャッシュし、

トンネリングにより直接移動先にパケットが転送される経路最適化が有効とされている[28]。し

かし、図 2.18 に示すように移動先アドレスを送信ノードに通知するバインディング更新メッセー

ジは、セキュリティ上の理由により HA が移動ノードから登録要求を受信した後、HA から送信ノー

ドに転送される。このためキャッシュにより新規の移動先アドレスへ転送されるようになるまで
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に遅延が生じ、その間移動前のアドレスへ転送され、パケットルーティングエラーによるパケッ

トロスの原因となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.18:移動 IP における経路最適化機能の振る舞い 

この問題を解決するために、Mobile IP 経路最適化機能として、移動先管理エージェントから移

動前管理エージェントへ移動先アドレスを通知する機能がある[28]。これにより、バインディン

グキャッシュの更新遅延により移動前アドレス宛てに送信されたパケットは、移動前管理エージ

ェントから移動先管理エージェントへ再トンネリングされることにより移動先へ届けられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.19:経路最適化機能における経路パス 
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図 2.19 は、移動 IP ネットワーク構造を示し、ノード0 は送信ノード、ノード 4，5，6，7 は基

地局、ノード 8 は移動および受信ノードを示す。この経路最適化機能を用いて TCP 通信を行った

場合、基地局ハンドオーバーにより移動ノードが移動管理エージェントを切り替えたときに、前

エージェント通知機能により送信ノード→移動前管理エージェント→移動先管理エージェント→

移動ノード[パス 1]と、送信ノード→移動先管理エージェント→移動ノード[パス 2]の二種類の経

路が一時的に発生する。このため、後者の経路をたどる TCP パケットが、前者の経路のパケット

を追い越して移動ノードに先に到着するという TCP シーケンス番号の順序逆転現象が見られた。

このとき TCP は、後者の移動先管理エージェントへ直接転送された TCP パケットを受信すると、

未だ移動前管理エージェントから再転送中の TCP パケットをロスしたと解釈し、重複 ACK を送信

側へ応答する。送信側ではこの重複 ACK を 3 パケット受信すると、高速再転送アルゴリズムによ

りロスしたと思われるパケットを再転送する。順序逆転現象が発生したときの TCP の振る舞いに

ついて、各実装アルゴリズムを例にとり、詳しく説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.20:移動ホストで受信した TCP および ACK パケットのシーケンス番号の時間変化(Tahoe) 

図 2.20 は、移動端末が基地局ハンドオーバーを行った時点のパケット受信時刻と受信シーケン

ス番号、応答 ACK 番号を示す。TCP 実装のうち Tahoe を使用している。40.8 秒から 41.0 秒まで受

信シーケンス番号に散らばりが見られ、41.0 秒で受信シーケンス番号が連続的になり、その後は

受信シーケンス番号と応答 ACK 番号が一致している。しかし、40.8 秒から 41.0 秒の間、シーケン
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ス番号の順序逆転が起こり、3 パケット以上の重複 ACK(シーケンス番号 2923)を応答している。こ

のため、送信ノードはパケットロスと解釈し、パケット(シーケンス番号 2923)を再送した。さら

に Tahoe 実装では重複 ACK を複数検出すると、以後再送のやり直しを行う。このため、41.3 秒か

ら 41.8 秒までは、移動ノードが一度受信済みのパケットを再度受信し、その度に受信済みパケッ

トの最大シーケンス番号(シーケンス番号 3003)の ACK 応答を繰り返している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.21:移動ホストで受信した TCP および ACK パケットのシーケンス番号の時間変化(Reno) 

図 2.21 は、TCP 実装のうち Reno を使用した場合を示す。40.8 秒から 41.0 秒までは Tahoe 実装

と同様に受信シーケンス番号の散らばりが見られる。その間送信ノードでは重複 ACK が 3 回検出

されたためパケットを再送し、41.3 秒から 41.4 秒付近で移動ノードが再送パケットを受信してい

る。しかし、このときすでにシーケンス番号 3003 番までのパケットを受信しているために、再送

パケットを受信した移動ノードは、3003 番の重複 ACK を応答することになり、再び送信ノードが

重複 ACK を検出することになる。それへの再送を 41.8 秒付近で移動ノードが受信している。この

ように、Reno 実装では重複して受信するパケット数は少ないものの、重複 ACK の検出を再帰的に

何度も繰り返すため、回復に時間がかかる。 
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表 2.6:ハンドオーバー時の各 TCP 実装の再送パケット数・再送期間 

TCP 実装 逆転パケット数 逆転期間(秒) 再送パケット数 再送期間(秒) 

Tahoe 

Reno 

NewReno 

Vegas 

SACK 

29 

29 

29 

9 

29 

0.1725 

0.1725 

0.1725 

0.0769 

0.1725 

76 

4 

63 

1 

1 

0.4612 

0.5120 

0.6597 

0 

0.2288 

 

表 2.6 に TCP 実装として Tahoe，Reno，NewReno，Vegas，SACK を用いた場合の、図 2.19 の移

動 IP ネットワーク構造上でのシミュレーションによる、順序逆転発生時の再送パケット数および

再送期間の比較を示す。各リンク遅延は、50msec に設定している。表 2.6 に示すように、全ての

場合で順序逆転が発生し、再送によるスループット低下が見られた。このうち、SACK の再送時間

の 200msec は、ネットワークの RTT と一致する。順序逆転に対して、SACK のアルゴリズムが他と

比較して再送パケット数、再送期間に関して優位であると言える。さらに順序逆転問題の対処と

しては、パケット数またはある一定時間遅延させる遅延 ACK アルゴリズムの適用が考えられる。

この遅延 ACK アルゴリズムは、主に非対称ネットワーク上において ACK の転送量を減少させるこ

とによりネットワーク負荷を減らす効果がある。しかし、ACK 受信によって送信量を倍に増加させ

るスロースタートフェーズにおいて、ACK が遅れると最大スループット値に達するのに時間がかか

ること、また ACK 数の縮退により一時的にバースト転送が発生することなどから全通信への適用

には不向きであることが示されている[44]。さらに、SACK では抜けを埋めるための ACK は直ちに

応答する必要があるため、SACK アルゴリズムと遅延 ACK の併用は難しいことが述べられている。

これらを踏まえ本研究では、特に移動 IP の経路最適化時の二重化ルーティングを要因とする順序

逆転に着目し、その対処のための動的遅延 ACK 方式を提案する。 

2.4.2. TCP 制御方式 

無線リンク状態管理部で保持されるハンドオーバー情報は、一時的に ACK を遅延させるために

使用する。本制御のため、ソフトタイマとハードタイマの二種類のタイマを導入した。本タイマ
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を用いてハンドオーバー後一時的に ACK を遅延させることにより、順序逆転シーケンス番号受信

時の無駄な再送を回避する。パケットロス時に遅延 ACK 期間の最後に動的遅延 ACK 期間を終了す

るため、ハードタイマが指定される。さらに、受信ノードが ACK 応答を長時間遅らせた場合の TCP

送信側でのタイムアウト回避のためソフトタイマを導入し、受信すべきシーケンス番号のパケッ

トを受信状況を検査する。本遅延ACK期間と遅延ACKフラグについて、図 2.22を用いて説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.22:遅延 ACK 期間と遅延 ACK フラグ 

・ 遅延 ACK 期間(図 2.22(1)) 

基地局ハンドオーバー後、ACK を特定期間遅延させることができる。本期間以外で順序逆転が発

生した場合には、重複 ACK を応答することになる。 

・ 動的遅延 ACK 期間(図 2.22(2)) 

遅延 ACK 期間中順序逆転パケットを受信した場合、ACK を遅延させるための動的遅延 ACK 期間を

開始する。最高受信シーケンス番号までの全てのパケットが揃った時点で、動的遅延 ACK 期間は

終了する。 

・ 遅延 ACK 期間フラグ(図 2.22(3)) 

無線リンク状態管理部において基地局ハンドオーバーを検知すると、ACK 遅延期間の開始を示す

本フラグがオンに指定される。特定期間後、本フラグはオフに設定される。本フラグは、TCP の遅

延 ACK フラグと異なって機能する。 

2.4.3. 設計および実装 

 

時間経過
(1)遅延ACK期間

(2)動的遅延ACK期間

ハンドオーバー

遅延ACK期間フラグ(3)をオン

順序逆転パケットを受信

全てのパケットを順序通りに受信

遅延ACK期間フラグをオフ
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図 2.23:動的遅延 ACK 制御機構における詳細機能 

動的遅延 ACK 制御機構の詳細機能を図 2.23 を用いて説明する。 

(1)無線リンク状態監視・通知機能 

無線リンクの状態を監視し、基地局ハンドオーバーや SNR の低下などの状態変化を上位レイヤ

の該当する制御部に通知する。 

(2)遅延 ACK 期間指定機能 

リンク状態検査処理部から基地局ハンドオーバーが起こったことを通知されると遅延 ACK 期間

を開始する。本期間中順序逆転が発生したら、遅延 ACK 制御のためのソフトタイマとハードタイ

マの二つのタイマ処理を起動し、動的遅延 ACK 期間を開始する。一定時間後に遅延 ACK 期間を終

了してタイマ処理を停止する。 

(3)遅延 ACK 期間検査機能 

TCP パケットを受信すると遅延 ACK 期間かどうかを遅延 ACK 開始・終了指定部に問い合わせ、遅

延 ACK 期間内であれば動的遅延 ACK 制御処理に入り、期間外であれば通常の ACK 送信を行う。 

(4)受信シーケンス番号検査機能 

受信シーケンス番号が次に受信すべきシーケンス番号であるかまたは最大受信シーケンス番号

であるかどうかを検査し、次に受信すべきシーケンス番号・最大受信シーケンス番号を更新する。 

(5)動的遅延 ACK 制御タイマ機能 

遅延 ACK 期間であり受信シーケンス番号と次に受信すべきシーケンス番号が一致しない場合、

ＢＳリスト 
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基地局ハンドオーバー通知

特定時間経過後に遅延ACKフ
ラグ解除のためのタイマ設定

リターン

無線リンク状態検査処理

遅延ACKフラグを設定

ハードタイマとソフトタイマを設定し、動的遅延 ACK 制御処理に入る。この場合、さらに受信シ

ーケンス番号と最大受信シーケンス番号が一致したらハードタイマとソフトタイマを解除し、規

定時間にハードタイマ処理またはソフトタイマ処理を実行する。また、動的遅延 ACK 期間中受信

シーケンス番号と次に受信すべきシーケンス番号が一致したら、TCP の遅延 ACK フラグを設定する。 

次に、遅延 ACK 期間フラグ設定処理および動的遅延 ACK 制御アルゴリズムの処理の流れを図 

2.24 図 2.25 を用いて詳しく説明する。トランスポートプロトコル処理部で TCP パケットを受信

処理後、主に以下の 4 つの大きな処理の流れに分岐する。 

処理 1:遅延 ACK 期間外のため、通常の ACK 応答処理を行う場合 

処理 2:遅延 ACK 期間内で、直接の経路により次に受信すべきシーケンス番号より後に送信され

た TCP パケットを先に受信(順序逆転)した場合 

処理 3:遅延 ACK 期間内で、迂回経路により次に受信すべきシーケンス番号を受信した場合 

処理 4:遅延 ACK 期間内で、最大受信シーケンス番号までの全てのパケットを受信した場合 

さらに、タイマ処理として必ず ACK 応答するハードタイマ処理と、期待するシーケンス番号を

受信した場合のみ連続受信部分までの ACK を応答するソフトタイマ処理がある。次に、処理詳細

について説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.24:遅延 ACK 期間フラグ設定処理 
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図 2.25:動的遅延 ACK 制御アルゴリズム 

処理:遅延 ACK 期間フラグ設定(図 2.24) 

無線リンク状態管理部で無線リンク状態を監視中基地局切り替えが検知されると、遅延 ACK 期

間を開始するための遅延 ACK 期間フラグがオンとなる。 

処理 1:遅延 ACK 期間外のため、通常の ACK 応答処理を行う場合 

遅延ACK検査処理機能により遅延ACK設定の有無を確認する。遅延ACKが設定していなければ、

通常の TCP の ACK 応答処理にならい、次に受信すべきシーケンス番号を更新し、ソケットバッフ

ァにデータを追加して直ちに ACK を応答するためのフラグを設定して TCP 出力ルーチンを呼び出

す。 

処理 2:遅延 ACK 期間内で、直接の経路により次に受信すべきシーケンス番号より後に送信され

た TCP パケットを先に受信(順序逆転)した場合 

遅延 ACK 期間フラグが設定されていたら、最大受信シーケンス番号の更新を行う。受信パケッ
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トが、次に受信すべきシーケンス番号のパケットでなければ、順序逆転が発生している可能性が

あるので、ハード・ソフトタイマ処理を開始し動的遅延 ACK 期間に入る。 

処理 3:遅延 ACK 期間内で、迂回経路により次に受信すべきシーケンス番号を受信した場合 

受信パケットが次に受信すべきシーケンス番号のパケットであれば、後のソフトタイマ処理に

より ACK を応答するための遅延 ACK フラグを設定する。 

処理 4:遅延 ACK 期間内で、最大受信シーケンス番号までの全てのパケットを受信した場合 

受信パケットが次に受信すべきパケットで、次に受信すべきシーケンス番号が最大受信シーケ

ンス番号+1 と一致したら、動的遅延 ACK 期間を終了するためにソフト・ハードタイマ処理を終了

し、直ちに ACK を応答する。 

さらに、ハードタイマ処理では、動的遅延 ACK 期間を終了するためにハード・ソフトタイマを

終了し、直ちに ACK を応答する。また、ソフトタイマ処理では、遅延 ACK フラグが設定されてい

る場合にのみ ACK を応答し、次のソフトタイマ処理を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.26:動的遅延 ACK 制御方式の動作例 

図 2.26 に、本稿で提案する動的遅延 ACK 制御方式の動作例を示す。シーケンス番号 9 から 18

は移動先へ直接ルーティングされたパケットで、3 から 8 は移動前から移動先へ迂回してきたパケ

ット、直線がハードタイマ処理、点線がソフトタイマ処理のタイミングを示す。一、二回目のソ
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フトタイマ処理では、連続したシーケンス番号の最大値である 4，7 を応答し、三回目は連続した

シーケンス番号を受信しなかったため応答を見送り、その後シーケンス番号 8 を受信したところ

で、ソフト・ハードタイマをキャンセルし、最大受信シーケンス番号 18 を応答する。 

2.4.4. 評価 

2.4.4.1. 受信シーケンス番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.27:受信 TCP シーケンス番号の時間変化 

図 2.27 に、本方式の動的遅延 ACK 制御方式を適用した場合のハンドオーバー時の TCP 受信シー

ケンス番号の時間的変化を示す。ハードタイムアウト時間を 500msec、ソフトタイムアウト時間を

90msec に設定している。40.3 秒付近でハンドオーバー発生後、経路二重化によるシーケンス番号

逆転現象が発生すると、40.34 秒で遅延 ACK 期間を開始し 40.43 秒、40.52 秒、40.61 秒でソフト

タイムアウトによる遅延 ACK を応答している。さらに、40.67 秒でシーケンス番号 2855 番までの

TCP パケットが揃ったところで動的遅延 ACK 期間を終了している。次に 40.69 秒でシーケンス番号

逆転現象が再び発生し、40.80 秒でシーケンス番号 3874 番まで揃って動的遅延 ACK 期間を終了し

ている。このように、本方式により順序逆転現象が起こると一時的に動的遅延 ACK 期間を設定す

ることにより、期間中は期待したシーケンス番号を受信したときのみソフトタイムアウト処理に

より ACK を応答し、重複 ACK 検出による輻輳回避処理を回避している。 

2.4.4.2. 平均スループット 

次に、シミュレーション結果を性能評価における次に示す 4 点において整理した。 
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・ 複数の TCP アルゴリズムにおける平均通信スループット 

・ 通信スループットの時間変化 

・ ハードタイマ設定値に対するパケットロス 

・ 実装コストと複雑性 

以下、それぞれにおいて性能評価結果を述べる。 

・ 複数の TCP アルゴリズムにおける平均通信スループット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.28:TCP アルゴリズムにおける平均通信スループット 

図 2.28 に、階層的ネットワーク構造の各リンク遅延を 50msec とし、移動端末のスループット

を測定した場合の各実装毎の平均値を示す。各実装(Tahoe， Reno， NewReno, Vegas，SACK)毎に、

Mobile IP のみ(左)、Mobile IP と既存の遅延 ACK 方式(中)、Mobile IP と本方式の動的遅延 ACK

方式(右)を示す。通信効率向上のため、既存の遅延 ACK 方式では1 セグメントデータの受信毎に 1

ならびにそれ以下の ACK セグメントを送信する。シミュレーション結果より、既存方式と比較し

て本方式を適用した場合には、平均スループットが Vegas アルゴリズムを排除して平均約 24%向上

した。また、既存の遅延 ACK と比較すると平均約 46%向上した。 

また、既存の遅延 ACK の場合には、Tahoe は他の実装と比較してスループットの低下率が低い。

これは、Tahoe では、再送パケットの ACK が受信されると、次の紛失パケット以降を即座に再送し

ているためである。この再送パケットは、直接のパスを経由する。これに対し Reno では、高速再
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送アルゴリズムにより、重複 ACK に対する再送パケットに関しては、ACK を受信しても次のパケッ

トを再送しない。このため、さらに別のパケットが重複 ACK の対象となり再送されると共に

ssthresh 値はさらに半分になった。このように ssthresh 値が Tahoe の半分になるため、輻輳回避

フェーズが Tahoe よりも早く始まり、スループットの回復により時間がかかる。 

また Vegas では、他の実装と比較して全体的にスループットが低い。これは、Vegas の輻輳回避

メカニズムが、スループット予測値と実際値との差によって輻輳ウィンドウ制御を行っているこ

とによる。シミュレーション結果では、トラヒックが増加するにつれて無線区間での遅延時間が

大きくなると、他の実装よりも早い時点で輻輳回避フェーズに入る。また、Mobile IP 上で Vegas

を動作させた場合に、移動に伴いパスが変化し、それに伴い遅延時間も変動する。しかし、Vegas

では、基地局切り替え遅延時間が増大すると同時に、スループット予測値と実際値にずれが生じ、

それが Vegas では輻輳状態と解釈され、輻輳ウィンドウサイズが小さいままでスループットが回

復しない。このため他のアルゴリズムと比較し Vegas を用いた場合には、平均スループットが低

下する。しかし、遅延 ACK を適用した場合には平均スループットが回復している。これは、基地

局ハンドオーバーの直前に、無線リンク状態の悪化により遅延時間が延び、輻輳ウィンドウサイ

ズを縮小している。このように他の実装と異なり、ハンドオーバー直前にパケット転送を控えた

ため、ハンドオーバー時の順序逆転による送信側でのパケットロス処理を回避できたことによる。 

・ 通信スループットの時間変化 

図 2.29 に、ハンドオーバーしながら移動中の移動端末におけるスループットの時間変化を示す。

TCP セッション開始後、40 秒、60 秒、80 秒付近にハンドオーバーが発生している。 

図 2.29 に示されるように、制御無し、または通常の遅延 ACK と比較して動的遅延 ACK 制御機能

を適用した場合に最もスループットが向上している。また、通常の遅延 ACK を用いた場合には予

想されたようなスループットの向上が見られない。これは、通常の遅延 ACK は一定時間(シミュレ

ーションではデフォルト値 100msec に設定)遅延させるか、またはパケットを 2 個受信した場合に

応答するため、後者の条件により順序逆転現象による重複 ACK が発生してしまう。さらにロスを

検出すると、TCP の輻輳回避フェーズにより輻輳ウィンドウをゆるやかに拡大していくが、このと

き遅延 ACK の遅延分さらになだらかになっていくため、スループットがなかなか回復しない。こ
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のため、通常の遅延 ACK を適用した場合のハンドオーバー後の回復は遅延 ACK を適用しなかった

場合より遅くなる。一方、ハンドオーバー前(20-40 秒付近)の TCP スループットは、ボトルネック

となる無線リンクの上りのトラヒックが ACK 数の削減により少なくなるため、全体的に増加して

いる。この結果、シミュレーション時間が短い場合や、特定の基地局のセル内の滞在時間が長い

場合には、スループットを平均化すると、両者が相殺してほぼ同等の値となることが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.29:通信スループットの時間変化(Reno) 

・ 無線区間遅延時間と通信スループット 

図 2.30に、インターネット側の遅延時間を100msec、移動通信網内の有線区間を10msecとし、

無線区間の遅延時間を50msecから 500msecまで変化させたときの各TCP実装の平均スループッ

トを示す。図に示されるように、無線区間の遅延時間が長くなるにつれて移動前の基地局との

無線リンクの状態悪化によるバッファリングパケット数が多くなり、ハンドオーバー時に移動

前の基地局から移動先の基地局へトンネリング転送されるパケット数が増加する。このため、

本道的遅延 ACK 制御方式を適用しなかった場合には、順序逆転期間と順序逆転パケット数が増

加し、それに応じて重複 ACK パケットの応答数も増加するため、動的遅延 ACK 適用時より平均

スループットが低下しており、特に無線区間遅延時間の増大に伴いスループット差の比率も増

大している。また、無線区間の遅延時間の増大に比例してエンドツーエンドの RTT も増加する
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ため、TCP の最大スループットが RTT により抑制される。このため、本方式適用時の平均通信ス

ループットも無線区間遅延時間増大に伴い低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.30:無線区間の遅延時間と平均通信スループット 

 

・ ハードタイマ設定値に対するパケットロス 

図 2.31 にパケットロス発生時のハードタイマ処理時間間隔による平均通信スループット、図 

2.32 に通信スループット時間変化を示す。ハードタイマの設定値は、特にパケットロス時に通信

スループットに対する影響が大きい。ここで、動的遅延 ACK 制御方式では TCP の受信シーケンス

番号の順序逆転に対処する一方で、ACK を遅延させるためパケットロス検出が遅れることが懸念

される。このため、ハンドオーバー時に明示的にパケットロスを発生させ、ハードタイマ処理時

間間隔毎の平均スループットを測定した。シミュレーションにおける遅延時間の設定値は、イン

ターネット側 100msec、無線区間は 50, 100, 300, 500, 700msec とする。図中、ハードタイマ処

理時間が 0 とは、ACK を遅延させずにパケット受信後直ちに応答することを示す。その結果、ハ

ードタイマ値を設定し ACK を 50，200，500msec 遅延させた場合のスループット時間変化のグラフ

(図 2.32)からもわかるように、ACK を遅延させることによりパケットロス検出にその分遅れが生

じても、スループットの変化で見ればスループット回復のタイミングが多少ずれるだけで、平均



 43 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
Time Duration (sec)

T
C

P
 T

hr
ou

gh
pu

t 
(K

by
te

s/
se

c)

Interval 50ms
Interval 200ms
Interval 500ms

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0 100 200 300 400 500 600 700 800
Delayed Ack Timer Interval (ms)

A
ve

ra
ge

 o
f 
T
C

P
 T

hr
ou

gh
pu

t 
(K

by
te

s/
se

c)

wireless-delay50ms
wireless-delay100ms
wireless-delay300ms
wireless-delay500ms
wireless-delay700ms

化するとほとんど差が見られない。このとき、パケットロスが発生すると以後ソフトタイマは起

動されても ACK は応答されないため、ソフトタイマは未設定とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.31:パケットロス発生時のハードタイマ設定時間と平均通信スループット 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.32:パケットロス発生時の通信スループット時間変化(Reno) 

次に、複数コネクション（コネクション数 1, 2, 5）を同時に走行させ、動的遅延 ACK 制御を適

用した場合と適用しなかった場合とで平均通信スループット劣化の割合を評価するため、適用

した場合のスループットに対する適用しなかった場合のスループットの割合を測定した。図 
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2.33 に示されるように、無線区間の遅延時間が小さいときには効果の割合は小さいが、遅延時

間が大きくなるに従って適用時に比べて適用しなかった場合のスループットの割合が減少し、

制御適用による効果が大きくなっていく。さらに、無線区間の遅延時間が大きくなってくると

効果の割合はコネクション数に無関係に一定値となる。これは、無線区間の遅延時間が一定値

を超えると、通信スループット改善を妨げる要因がコネクション数による輻輳ではなく無線区

間の遅延時間のほうに比重が傾いたためであると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.33: 方式適用時に対する適用しなかった場合の平均通信スループットの割合 

 

・ 実装コストと複雑性の点からの評価 

本動的遅延 ACK 制御方式では、無線リンク状態管理との併用により基地局ハンドオーバー発生

後一時的に ACK を遅延させる。さらに、全てのシーケンス番号が揃った時点で、遅延 ACK 期間は

終了する。このため、本方式の通信資源におけるコストは一時的に発生する。このコストに関し、

CPU コスト、ネットワークコストと実装における複雑性の点から次のように整理した。 

(1)タイマ処理を動作させるための CPU コスト 

タイマ機構の CPU コストに関し、例えば BSD のタイマ機構を再設計すると古いタイマ実装では

予想通りタイマ数の増加に伴い実装の性能が低下するが、新しい実装ではタイマの数によらず一

定となる[49]。さらに TCP 実装は、二種類のタイマ(fast timer, soft timer)を使用する代わり

に、カーネルが提供するタイマを直接使用している。これにより、タイマの解像度は 500msec か
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ら 10msec に向上した。このように OS 内に実装されるタイマ機構においては、コストは低下する

一方粒度や正確性が向上している。さらにモバイルプロトコル通信においても、リアルタイム性

の向上が今後ますます重要となる。 

(2)ワイヤレス環境におけるネットワークコスト 

本研究では、一時的な ACK 遅延により ACK 送出量を削減すると同時に、送信側がパケットロス

と誤解して受信側に届いているにも関わらず無駄に再送するパケットの数を削減する。例えば、

図 2.20 の順序逆転時のシーケンス番号の変化を示すグラフ上でも、41.3 秒から 41.7 秒の間は送

信者はすでに受信済みのパケットを無駄に再送している。さらに、ACK 送出量の削減により上りの

通信量が減少し、特に無線 LAN のような双方向共有メディアにおいては、下りの通信量に与える

影響も大きいと言える。このようにモバイルネットワーク環境においては、無線リンクの速度が

有線に比べて低いため、ワイヤレスネットワークコストがマルチメディアシステムの性能に与え

る影響は大きくなる。 

(3)実装の複雑性 

本研究では ACK を遅延させる機構を、TCP 内の ACK 送出モジュール内の拡張として実現した。一

方で、基地局内で ACK を遅延させる方式や、Snoop 方式[46]のように基地局でロスパケットを再送

する方式も存在する。しかしこれらの既存方式では、基地局は全ての移動端末の全てのセッショ

ンの状態を常時把握しなくてはならず、さらに TCP シーケンス番号や ACK のようなトランスポー

トレイヤレベルのヘッダフィールドを解釈しなくてはならない。また、移動端末は頻繁に基地局

を切り替えるため、セッション情報のハンドオーバーなどの機構も必要となる。一方、基地局で

の制御方式では既存の TCP 実装を変更する必要が無い。従って、今後は基地局実装と本研究のエ

ンドツーエンド実装を組み合わせる方式も考えられる。例えば、移動機のネットワークドライバ

レベルで遅延 ACK 機能を動作させることも考えられる。 

・ ソフトタイマとハードタイマ規定値 

モバイルネットワーク環境の特性との関連性から、ソフトタイマとハードタイマ値を設定する

必要がある。特に、ハードタイマ値と関連の深い TCP シーケンス番号順序逆転期間に関しては、

移動前の基地局と移動後の基地局の有線部分の経路遅延時間と移動前の基地局でのバッファリン
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グ時間などが期間の決定要因として挙げられる。このときハードタイマ以前にシーケンス番号が

揃い順序逆転期間が終了すれば、ハードタイマも解除されるため、ハードタイマはより充分大き

な値に設定することが望まれる。このハードタイマ値を大きく設定する一方で、ソフトタイマに

より送信側の RTO(Retransmission TimeOut)を回避することが可能である。ソフトタイマ値に関し

ては、インターネットに接続するホストの通信プロトコルに対する要求条件において、送信ノー

ドの RTO 回避のため遅延 ACK の遅延時間を 500msec 以内にすることが推奨されている[50]。そこ

で、ハードタイマが 500msec を超える場合、ソフトタイマ値は 500msec 以内の値に指定すること

が望まれる。評価のためのシミュレーションでは、ハードタイマは 2.0 秒に設定した場合、ソフ

トタイマ値を 800msec 以上を設定すると送信ノードでタイムアウトが発生した。例えば、ソフト

タイマ値を 1.0sec に設定した場合の平均スループットは 126.15Kbps に低下した。さらに今後の

IMT-2000 の網環境または IMT-2000 と無線 LAN との切り替えなどを想定した場合には、順序逆転期

間の拡大が予想され、RTO を回避するソフトタイマの効果が期待できる。 

2.5. あとがき 

本章では、移動端末が複数の基地局をハンドオーバー中、無線リンク状態を監視・上位レイヤ

に通知し、IP 移動制御の契機とする無線リンク状態管理アーキテクチャについて述べた。さらに、

移動端末のデータリンクレイヤで新規の基地局を認識し、その基地局の電波強度が指定値以上強

くなった場合に、あらかじめ移動管理エージェントの情報を保持しておく。これにより、基地局

ハンドオーバーに応じた訪問先エージェント切替えが可能となり、パケットルーティング誤りや

パケットロスが回避できることをシミュレーションで示した。また、TCP の受信側の通信処理能力

を示す広告ウィンドウサイズを、無線リンクの電波強度に応じて変動させる制御を導入した。こ

れにより、送信側の持つ輻輳ウィンドウを縮小させることなく通信を一時的に中断させ、その結

果全体のスループットを向上させることが可能となった。 

また、移動 IP ネットワーク上で移動端末が TCP/IP 通信を行う場合、Mobile IP の経路最適化機

能に起因する TCP シーケンス番号順序逆転問題が発生する。そこで、この問題に対処するための

動的遅延 ACK 制御機能を提案した。この機能では、無線リンクの状態を監視する無線リンク状態

管理部が基地局ハンドオーバーの発生を上位の TCP/IP に通知し、TCP/IP レイヤでは、ハードタイ
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マとソフトタイマの 2 レベルのタイマ処理を行って動的遅延 ACK を応答する。動的遅延 ACK 制御

機能を適用した Mobile IP ネットワークでのシミュレーション結果では、スループット向上の効

果があることが示された。今後は、基地局の位置情報やネットワーク帯域、遅延時間に関する情

報をトポロジデータとし、携帯電話の使用状況や通話時間をトラヒックデータ、端末の位置情報

をシナリオデータとして評価していく。さらに、IETF で提案されている Mobile IP のいろいろな

機能を、実際の携帯網の環境により近い状況で評価していく。 
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第 3 章  

第4世代移動通信環境向けマルチメディア通信プロトコル 

 

3.1. まえがき 

モバイルネットワーク環境においては、無線端末の移動に伴う基地局ハンドオーバーやフェー

ジングなどの要因により、電界強度が劣化する。また、無線区間の品質劣化に対処するための再

送処理(ARQ: Automatic Repeat Request)により、エンドツーエンドの遅延時間に大きな揺らぎが

発生する。さらに、圏外流出や無線リンク、ベアラ切り替え、伝送符号化方式変換なども頻繁に

起こりうる。このように有線に比べて無線リンクは、回線品質の変動規模が大きいことを特徴と

する。このような無線ネットワーク環境において、既存のセッション制御を適用してマルチメデ

ィアシステムを動作させた場合、ストリーミングセッションの切断やスループット低下、システ

ムにおける状態不一致などの様々な問題が発生する。従って、無線リンクの特徴を踏まえた上で、

モバイルマルチメディアシステムを構築する必要がある。本研究では、モバイルマルチメディア

研究のうちモバイル QoS フレームワークを司る 2 つのモビリティ制御に焦点をあてて報告する。

まず一つは、モバイル通信環境特有の在圏・圏外状態に対応したセッション制御方式である。も

う一つは、エンドノードと網からのネットワーク情報の両者を効果的に活用したサーバでのレー

ト制御方式である。以下、これらの二方式について説明する。 

3.2. モバイル拡張セッション制御方式 

3.2.1. 制御方式 

セッション制御プロトコルとして、メディアストリームの制御プロトコルの一つであり、広く

用いられている RTSP[54][55]を使用し、その上でモビリティ拡張を行う。この RTSP は、元来メデ

ィアサーバ・クライアント間でネットワークを経由した遠隔制御を実現するもので、メディアサ

ーバのストレージを利用した映像コンテンツのリアルタイム再生、録画、停止に使用される。さ

らに今回は、無線リンクの状態を加味したセッション制御を行うためのモビリティ拡張を行った

(mRTSP)。これは、既存のセッション制御がクライアントアプリケーションからの指示に従って動

作するのに対し、モビリティ拡張ではモバイルネットワーク環境の変動に応じてもマルチメディ
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アセッションを制御させる。さらに、従来の RTSP と互換性を維持しても動作可能とする。特に今

回は、RTSP に無線リンク用パラメータを追加し、圏外・在圏フラグにより内部的振る舞いを変え

て動作する方法を採用した。詳細を次章に示す。 

3.2.1.1. 制御主体構成 

図 3.1 に、セッションマネージャ、QoS マネージャ、データリンクの関連図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1:セッション制御主体構成図 

セッションマネージャは、今回拡張を行ったモビリティ対応のセッション制御メカニズム

(mRTSP)の制御主体となる。セッションマネージャは、アプリケーションからの指示に従い、セッ

ションの状態管理と遷移を司る。さらに、モビリティ拡張として QoS マネージャからのセッショ

ン制御指示に従い、セッション状態制御を行う。QoS マネージャは、データリンクとのインタフェ

ースを通して、圏外/在圏、ベアラ切り替えなどの情報を受け取り、セッションマネージャに対し

て PAUSE/PLAY 要求を行う。また、サーバ側の QoS マネージャは、クライアントから定期的に通知

される RTCP の未受信タイムアウトからセッション中断を判断し、クライアントと独立にセッショ

ンマネージャに対して PAUSE 要求を行う。さらにこの場合、圏外・在圏フラグを切り替えると同

時に、セッションマネージャは通常と異なる以下の二つのタイマを使用する。 

・アクティビティタイマ 

無線リンク上のクライアントからの受信レポートが途切れてからストリーミングセッションを
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切断するまでのタイマ。ワイヤレス環境に特徴的な圏外・在圏に対応するため、通常のタイマ値

より大きく設定し、優先的に使用される。在圏フラグと併用し、圏外時に大きな値を設定するこ

とにより、長時間の圏外に対応可能。 

・自動再生タイマ 

在圏流入時、圏外時間がタイマ値を超過していたら(長時間の圏外)ユーザに再生続行意思を問

う。実際には、在圏に流入したら在圏フラグをオンにし、時間内(短時間の圏外)の場合のみクラ

イアントからサーバに再生メッセージを自動的に送信する。このタイマ制御により、トンネル内

への移動時のような短い圏外時は圏内流入後自動再生し、圏外状態がある程度長時間に渡る場合

には圏内流入後ユーザの再生意思をあらためて確認する。 

3.2.1.2. メソッドと状態遷移 

表 3.1:mRTSP/RTSP メソッド一覧 

メソッド名 動作内容 

OPTIONS 有効なメソッドを取得 

SETUP セッション確立 

ANNOUNCE メディアオブジェクトの記述を変更 

DESCRIBE メディアオブジェクトの記述を取得 

PLAY 再生開始・位置変更 

(圏内流入時のセッション再開) 

RECORD 記録開始 

REDIRECT 新規のサーバに変更 

PAUSE 転送一時停止、状態保持 

(圏外流出時のセッション中断) 

SET_PARAMETER デバイスや符号化の制御 

(圏外・在圏フラグの制御) 

TEARDOWN 状態削除 
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mRTSP 間で交換されるメソッド一覧を表 3.1 に示す。圏外流出やベアラ切り替え時は、QoS マネ

ージャからのセッション一時停止指示に従い、流出前ならクライアントからサーバに PAUSE を送

信し、サーバ側でセッションを一時保持して転送を停止する。圏内流入時やベアラ切り替え後は、

クライアントからサーバに SET_PARAMETER および PLAY が送信され、サーバ側でセッション状態を

回復して転送を再開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2:mRTSP 状態遷移図（クライアント） 
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図 3.3:mRTSP 状態遷移図（サーバ） 

 

次に、図 3.2 図 3.3 にこのときのサーバ・クライアント側の mRTSP 状態遷移を示す。mRTSP は

既存の RTSP と同様の状態遷移にさらに圏外状態を追加した。既存の RTSP では、アプリケーショ

ンからの要求に応じてクライアントからサーバへ PLAY/PAUSE の制御パケットを転送し、

PLAYING/RECORDING と READY 間で状態を遷移させる。一方、mRTSP では QoS マネージャからの圏外

要求を受け取ったら、在圏フラグをオフにして PLAYING/RECORDING から OUTRANGE に状態を遷移さ

せる。さらに電波状況により、クライアントからサーバに SET_PARAMETER 要求を送信する。この

場合も同様に、サーバ側では OUTRANGE 状態に入る。同時に、サーバ側では QoS マネージャから圏
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外要求を受け、在圏フラグをオフにする。在圏フラグがオフの場合には、TEARDOWN するタイマ(デ

フォルト 1 分)よりも圏外用のタイムアウト値(アクティビティタイマ)が優先される。クライアン

ト側ではQoSマネージャから在圏通知を受け取ると在圏フラグをオンにしてREADY状態に移行し、

SET_PARAMETER をサーバ側に送信し、本メッセージを受信したサーバは在圏フラグをオンにして

READY 状態に移行する。さらに、クライアントアプリケーションから PLAY 要求が来たら、サーバ

側に PLAY メッセージを送信し、通信を再開する。以下、セッション制御処理と遷移状態の詳細を

示す。 

（１） セッション開始処理 

① クライアントがセッション記述を要求する(C1-1, S1-1)。その後、SETUP 要求を行い、

READY 状態へ遷移する(C2-1, S2-1, S3-1, C3-1) 

（２） 再生処理 

① READY 状態でのユーザ操作による再生。 

クライアントは AutoPlay タイマ動作中ならば自動的に PLAY を送信する。AutoPlay タイムアウ

ト時はユーザ操作により PLAY を送信する。応答がある場合、PLAYING 状態へ移行する(C4-1)。送

信できなかったり、応答が無い場合(RTSP リスポンスタイムアウト)、OUTRANGE 状態へ移行する

(C10-2,S10-RTSP リスポンス送信エラー)。 

サーバは PLAY を受信すると PLAYING 状態へ移行する(S4-1)。 

（３） 一時停止処理 

① PLAYING 状態でのユーザ操作による一時停止 

クライアントはユーザ操作により PAUSE を送信する。応答がある場合、READY 状態へ移行する

(C5-1)。送信できなかったり、応答が無い場合、OUTRANGE 状態へ移行する(C8-RTSP リスポンス受

信タイムアウト)。 

サーバは PAUSE を受信すると READY 状態へ移行する(S5-1)。または、RTCP タイムアウトにより

圏外を検出し、OUTRANGE 状態へ移行する(S8-2)。 

（４） 終了処理 

① PLAYING 状態でのユーザ操作による終了。 
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クライアントはユーザ操作によりTEARDOWNを送信する。無条件でINIT状態へ移行する(C7-1)。 

サーバは TEARDOWN を受信すると INIT 状態へ移行する(S7-1)。または、RTCP タイムアウトによ

り OUTRANGE 状態へ移行し(S8-4)、Activity タイムアウトにより INIT 状態へ移行する(S11-4)。 

② READY 状態でのユーザ操作による終了。 

クライアントはユーザ操作によりTEARDOWNを送信する。無条件でINIT状態へ移行する(C6-1)。 

サーバは TEARDOWN を受信すると INIT 状態へ移行する(S6-1)。 

③ READY 状態でのタイムタウトによる終了。 

クライアントは Default タイムアウトにより TEARDOWN を送信する。無条件で INIT 状態へ移行

する(C6-2)。 

サーバは Default タイムアウトにより INIT 状態へ移行する(S6-2)。 

④ OUTRANGE 状態でのユーザ操作による終了。 

クライアントはユーザ操作によりTEARDOWNを送信する。無条件でINIT状態へ移行する(C12-1)。

サーバは TEARDOWN を受信すると INIT 状態へ移行する(S11-1)。 

⑤ OUTRANGE 状態でのタイムアウトによる終了。 

クライアントは Activity タイムアウトにより TEARDOWN を送信する。無条件で INIT 状態へ移行

する(C12-2)。 

サーバは Activity タイムアウトにより INIT 状態へ移行する(S11-4)。 

⑥ OUTRANGE 状態での再生困難な帯域による終了。 

サーバは、クライアントからの RTCP により現在の使用可能な帯域量を測定しており、測定値が

閾値より低下したら再生困難な帯域としてクライアントに TEARDOWN を送信し、INIT 状態へ移行す

る(S11-3)。 

クライアントは、サーバから TEARDOWN を受信すると、INIT 状態へ移行する(C12-3)。 

（５） 在圏、圏外処理 

① PLAYING 状態での圏外検出 

クライアントは、無線リンク毎に可能な方法で無線リンクの状態を判断して圏外を検出し、

SET_PARAMETER を送信する。応答がある場合、OUTRANGE 状態へ移行する(C8-1)。送信できなかっ
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たり、応答が無かった場合、OUTRANGE 状態へ移行する(C8-RTSP リクエスト送信エラー、リスポン

ス受信タイムアウト)。 

サーバは SET_PARAMETER を受信すると OUTRANGE へ移行する(S8-1)。または RTCP タイムアウト

により圏外を検出し、OUTRANGE 状態へ移行する(S8-2)。 

② READY 状態での圏外検出 

クライアントは、無線リンクからの通知により圏外を検出し、SET_PARAMETER を送信する。応答

がある場合、OUTRANGE 状態へ移行する(C10-1)。送信できなかったり、応答が無い場合、OUTRANGE

状態へ遷移する(C10-RTSP リクエスト送信エラー、リスポンス受信タイムアウト)。 

サーバは SET_PARAMETER を受信すると OUTRANGE 状態へ移行する(S10-1)。 

③ タイマ起動 

OUTRANGE 状態へ移行すると、クライアントは Activity タイマ、AutoPlay タイマを起動。サー

バは Activity タイマを起動。 

④ OUTRANGE 状態での在圏検出 

クライアントは、無線リンクからの通知により在圏を検出し、SET_PARAMETER を送信する。応答

がある場合、READY 状態へ移行する(C9-1)。送信できなかったり、応答が無い場合、状態の変化な

し(C11)。 

サーバは SET_PARAMETER を受信すると READY 状態へ移行する(S9-1)。 

⑤ 再生再開 

READY 中、クライアントは AutoPlay タイマ動作中ならば自動的に PLAY を送信する。AutoPlay

タイムアウト時はユーザ操作により PLAY を送信する。応答がある場合、PLAYING 状態へ移行する

(C4-1)。送信できなかったり、応答が無い場合、OUTRANGE 状態へ移行する(C10-RTSP リクエスト

送信エラー、RTSP レスポンス受信タイムアウト)。 

サーバは PLAY を受信すると PLAYING 状態へ移行する(S4-1)。 

⑥ Activity タイムアウト 

OUTRANGE中、クライアントはActivityタイムアウトによりTEARDOWNを送信する。無条件でINIT

状態へ移行する(C12-2)。 
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サーバは TEARDOWN を受信すると INIT 状態へ移行する(S11-2)。また、Activity タイムタウトに

より、INIT 状態へ移行する(S11-4)。 

 

3.2.1.3. 制御処理 

本章では、クライアントとなる移動端末が圏外に流出、圏内流入またはベアラ切り替えを行っ

たときの mRTSP の処理の流れを説明する。移動端末の圏外流出形態により、次の 3 処理観点が考

えられる。 

・ 圏外流出状況 

・ 圏外流出時間 

・ 圏外流出要因 

以下、それぞれについて説明する。 

・ 圏外流出状況 

SNR 値などにより電波状況悪化を検出、またはあらかじめベアラ切り替えを認識し、圏外対処の

処理を行う場合と、予測できずサーバ・クライアント個別に停止状態に遷移する場合がある。 

・ 圏外流出時間 

アクティビティタイマの導入により、圏外流出時にサーバは通常より長くセッションを維持す

ることになる。この時サーバは、サーバ内の負荷状況などの理由により、サーバ主体でセッショ

ンをクローズすることも可能である。さらに自動再生タイマを設け、短時間の圏外流出時は圏内

流入後自動再生を行うが、一定時間を超過した場合にはユーザの再生続行意思を問い合わせる。 

・ 圏外流出要因 

トンネルや基地局ハンドオーバーなどのような同一ベアラにおける圏外流出と、異種ベアラ間

の切り替え時とでは、圏内流入後のセッション制御が多少異なる。後者の場合は、接続後にサー

バ側に無線品質の変更を通知することにより、シームレスな切り替えが期待できる。 

以下、各観点での処理の流れを説明する。 

・ 圏外流出状況 

移動端末がトンネル内に移動する(図 3.4)など、突然圏外に出る場合には、クライアントから
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サーバへ通知する前に通信不可能な状態になる。このときクライアント側は、データリンクモニ

タから圏外流出通知を受け取ると、QoS マネージャからセッションマネージャへ圏外を通知し、セ

ッションマネージャは状態を OUTRANGE へ移し在圏フラグ(In_Range)をオフにする(図 3.5)。一方

サーバ側の QoS マネージャは、RTCP の RR の受信途切れにより通信断を検出し、QoS マネージャか

らセッションマネージャへ圏外が通知され、セッションマネージャはセッション状態を OUTRANGE

に移すと同時に在圏フラグをオフにする。このようにして圏外流出をあらかじめ予測できなかっ

た場合には、サーバ・クライアント独立に停止状態に遷移し、ストリーミング転送を中断する。

このとき、サーバとクライアントで異なるタイムアウト値を保持することが想定されるが、この

場合にはクライアントは圏外状態でありながらサーバは在圏状態というケースがあるうる。この

ように一時的に状態の不一致が起こるが、例えばサーバの在圏状態において、クライアントから

圏内流入通知を受信しても問題が無く、最終的には矛盾無く同期が取れるように状態を遷移させ

る。例えば、クライアントは RTP 受信タイムアウト後圏外状態となり、QoS マネージャから在圏が

通知されると、サーバに対して SET_PARAMETER の In_Range=1 を送信する。このときサーバは、ク

ライアントとタイムアウト値が異なるため PLAYING 状態であり、そのまま READY 状態に移行して

転送を停止する。その後クライアントはユーザからの PLAY 要求を受信してサーバに PLAY を送信

すると、サーバは PLAYING 状態に移行して転送を再開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4:圏外流出ケース 
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図 3.5:圏外流出時(短時間)のシーケンス 

一方、ある程度圏外流出を予測できた場合には、クライアントからサーバへ SET_PARAMETER メ

ッセージが送信される。サーバでは OUTRANGE 状態に移行して在圏フラグがオフとなりアクティビ

ティタイマが有効化される。同時に圏外流出後にサーバ側では QoS マネージャからセッションマ

ネージャへ圏外が通知される。例えば、無線 LAN では SNR や RSSI 値の低下や IMT-2000 では電力

制御による消費電力増加などにより圏外流出をある程度予測することも可能である。 

・ 圏外流出時間 

圏内流入時は、クライアント側では QoS マネージャはデータリンクモニタから在圏通知を受け

取りセッションマネージャへ在圏を通知する。セッションマネージャは READY 状態に移行して在

圏フラグをオンにすると同時にサーバへ SET_PARAMETER メッセージを送信し、サーバ側では READY

状態に移行して在圏フラグをオンにし、OK を応答する。さらに圏外流出が短時間のため自動再生

タイマのタイムアウト以前に在圏となった場合には、SET_PARAMETERに続いてクライアントがPLAY

メッセージを送信し、OK を受信したら PLAYING 状態に移行する。その後、ストリーミングメディ
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基地局基地局

IMT-2000

Wireless LAN

ア転送を続行する。 

一方、在圏流入後自動再生タイマがタイムアウトしていたら、在圏フラグはオンにしてもクラ

イアントは直ちに再生要求を送信せず、GUI を表示するなどユーザの再生意思への問い合わせを行

う。また、長時間圏外流出した後アクティビティタイマがタイムアウトした場合には、たとえ在

圏フラグがオンでもサーバ・クライアントが独立に READY から TEARDOWN へ遷移し、コネクション

を切断する。 

・ 圏外流出要因 

方式の異なる無線リンクを適時切り替えながら同一ストリーミングを受信するケースが想定さ

れる(図 3.6)。例えば、外出先では IMT-2000 を使用し、帰社後社内では無線 LAN に切り替え、同

一のメディアストリーミングを無線リンクに応じた品質で再生する。この場合は、クライアント

側でデータリンクモニタが QoS マネージャにベアラ切り替えを通知すると、QoS マネージャはセッ

ションマネージャにベアラ切り替え要求を送信する(図 3.7)。クライアント側のセッションマネ

ージャはサーバ側に RTSP の SET_PARAMETER メッセージを送信し、両端で READY 状態に遷移する。

その後、クライアント側の QoS マネージャはデータリンクモニタからベアラ切り替え終了と同時

に切り替え先のベアラの通信品質の情報を受け取ると、セッションマネージャにベアラ切り換え

を通知する。クライアント側のセッションマネージャからサーバ側へ RTSP の SET_PARAMETER と

PLAY メッセージが送信され、ベアラ切り替え後メディアストリーミング転送が再開される。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6:ベアラ切り替えケース 
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図 3.7:ベアラ切り替え(IMT-2000/無線 LAN)時のシーケンス 

 

3.2.2. 設計および実装 

本研究で提案する mRTSP を試作開発中のモバイル QoS システム上に実装し、評価を行った。本

モバイル QoS システムでは、ネットワークの状況に適応したエンドツーエンド型の QoS 制御を提

供する。特に、無線リンクに特徴的な、無線区間の帯域幅とエラー率の変動に追従した制御を行

う。さらに、ユーザが時間的解像度・空間的解像度などの QoS 制御の仕方をポリシとして選択で

きる。例えばワイヤレスネットワーク通信状況悪化時には、ユーザの QoS ポリシに応じてフレー

ムレートの低下や画像の DCT 係数の削減などの処理を行うことにより、転送レートを低下させパ

ケットロスを回避する。このような制御を実現するためにクライアントでは、受信した転送デー

タを常にモニタリングし、ネットワークの状況を RTCP の RR(受信レポート)としてエンドツーエン

ド型でサーバに応答する。 
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図 3.8:モバイル QoS システム構成図 

 

本 QoS システム(図 3.8)は Windows98/2000 上で動作し、システム構成においては対象が MPEG4

データ転送ストリームとその制御用コネクションとの 2 系統の通信を司る。MPEG-4 ストリームの

構成をサーバ・クライアント間で RTSP を用いて交換後、ストリーミングを開始する。サーバ側で

は MPEG-4 のコンテンツファイルを読み込み、映像と音声データを別々の RTP セッションとしてネ

ットワークに送信する。クライアント側ではRTPパケットを受信すると受信バッファに格納する。

また、定期的に受信バッファからデータを取り出し、復号化して表示する。再生中、停止やユー

ザポリシ切り替えなどのセッション制御はユーザインタフェースを介してセッションマネージャ

間でやりとりされる。一方、MPEG-4 ストリーミングと平行して、QoS マネージャは受信パケット

の RTP ヘッダをモニタリングし、受信状況を RR(Receiver Report)としてサーバ側へ応答する。サ

ーバは、RR のパケットロス率などの値から、クライアントの受信レートを算出し、結果によりポ

リシに応じた QoS 制御を行う。 
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3.2.3. 評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.9:圏外・在圏試験時の通信スループット時間変化 

評価実験では、トンネル内にクライアントが移動したという設定で、意図的に短時間無線リン

クを切断する。このときサーバ側ではストリーミング配信を一旦停止し、トンネルから出て電波

状況が復帰すると、トンネルに入る前の続きから自動再生される。機能試験では、セッション開

始後20秒目で無線LANカードのアンテナ部を手で覆い、電波の受信レベルを擬似的に低下させた。

その結果、図 3.9 に示されるようにサーバ・クライアント独自にセッション停止を判断して状態

遷移を行ったため、スループットが一時的にゼロになった。その後、60 秒付近で無線リンクを復

帰させると、無線 LAN カードのインタフェースからセッションマネージャにその旨が通知され、

再生メッセージがサーバに転送されたセッションが続行されることを確認した。 

3.3. モバイル向けレート制御方式 

3.3.1. 課題 

無線リンク環境においては、基地局ハンドオーバーやフェージング、さらに在圏/圏外流動やチ

ャネル切り替え等の無線リンク特性の影響により、エンドツーエンドで観測されるネットワーク

状態の変化の度合いが大きい。その上、次の理由により効果的なレート制御を施すことが難しい。 

(1) 有線ネットワークと比べてIMT-2000や PDC-Pなどの無線ネットワークはRTTが最低でも

数百ミリ秒と大きいことが知られている[87]。さらに、無線区間上のデータリンクプロトコル ARQ
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により、電波状況の悪化に伴うパケットエラーを再送により回復処理するため、無線区間上のパ

ケットロスが遅延時間の増大を引き起こす。このように、クライアント－サーバ間の遅延時間が

大きく、従来のエンドツーエンド型のモニタリング・レポート報告方式では状況変化に迅速に反

応することができない。 

(2) 網の状況悪化の原因が特定できず、変化が一時的なゆらぎか、継続的なものかの判別が

難しいため、無駄なレート制御や制御の発振になりかねない。 

(3) エンドツーエンドで状況を測定する場合、途中のネットワークの状況を正確に把握でき

ないため、状況変化によるレート制御により別の要因が発生し、かえって制御が逆効果に働くと

いった制御の影響予測がつきずらい。 

(4) 特に輻輳解除や電波状況の改善など、回復タイミングを掴みずらく、試行的な方法に頼

っている。 

表 3.2:ネットワーク状況変動要因 

ネットワーク状況変動要因 ネットワーク情報 エンドツーエンド情報 

在圏・圏外 在圏・圏外通知 転送パケット確認応答

帯域変動(チャネル切り替え、

ハンドオーバー) 

チャネルレート 

 

受信レート 

 

ロスがバース

ト 

パケットエラー率の変

化量、中継キュー変化大 

電波状況悪

化・改善 

ロスがランダ

ム 

パケットエラー率 

他トラヒック混雑・輻輳 中継キュー使用量 

パケットロス数・遅延時

間・ネットワーク滞留量 

 

ここで、モバイルネットワーク状況の変動要因と、サーバ・クライアント型のストリーミング

システムにおいて状況認識・制御判断材料となるパラメータの対応を表 3.2 に示す。表 3.2 中の

ネットワーク情報とは、経路上に位置する中継ノードが保持する情報を示し、網側からエンドシ
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ステムに対して供給される。また、エンドツーエンド情報はエンドノードの受信トラヒックのモ

ニタリング等により取得される情報を示す。表 3.2 が示すように、無線リンクにおける電波状況

悪化やトラヒック輻輳の際、エンドツーエンド型ではパケットロスや遅延時間など画一的にしか

把握できず、要因の切り分けが困難である。さらに、モバイルネットワーク環境において特徴的

な在圏・圏外に関しても、エンドノードで転送パケットの確認応答の未受信タイムアウトを起こ

して初めて状況変化を認識する。このように、エンドツーエンド型では変化の種別に応じた迅速

かつ効果的な制御が難しい。そこで本研究では、上記の問題を解決するために、クライアントか

ら受信状況として報告されるエンドツーエンド情報と通信網から取得するネットワーク情報を併

用する。両者を組み合わせ、または使い分けることにより、ストリーミングサーバ側でより効果

的なレート制御を実現する。 

3.3.2. 制御方式 

クライアントの受信レポートを用いたエンドツーエンド型でネットワーク通信状況を推定する

方法は誤差・遅延が大きくなり、ネットワーク状況への適応性に問題が生じる。このため、中継

ノードから通信状況の情報を取得し、送信側へ通知する方式を提案する。ここでは、サーバ・ク

ライアントで構成されるエンドツーエンドに対し、網上の基地局やゲートウェイなどの装置を総

称して中継ノードとする。すなわち中継ノードとは、エンドツーエンドの通信経路上に位置し、

エンドノードに対してネットワーク状況を通知する。 

本中継ノードが提供する機能を以下に示す。 

・ネットワークの状況悪化、改善などの変化を迅速にエンドノードに通知すること。 

・ネットワークの状態変化の要因をエンドノードが推測し、問題の切り分けが図れるようにす

ること。 

・エンドノードが施した制御の効果を、エンドが迅速に計れるようにすること。 

さらに、エンドツーエンド情報およびネットワーク情報をストリーミング配信のレート制御に

活用するため、サーバ側にはエンドツーエンドレート制御機能とネットワーク情報活用制御機能

を導入する。エンドツーエンドレート制御機能では、エンドのバッファ使用率、受信数やパケッ

トロス数、RTT 値などのクライアントからの受信レポートを元に、受信レートや遅延時間、ネット
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ワーク滞留量などを評価し、マルチメディアコンテンツの符号化レート、ネットワークへの送出

レートの切り替えを行う。例えば、RTP 通信であれば RTCP の RR(Receiver Report)などが本用途

に利用できる。一方、ネットワーク情報活用制御機能では、チャネルレートやバッファ使用量な

ど中継ノードから供給されるネットワーク情報を加味したレート制御を行う。これらの制御によ

り、端末の移動に伴いネットワーク情報供給が受けられない網に移動した場合は、通常のエンド

ツーエンド型レート制御を行い、網からの情報が取得できる場合にはネットワーク情報活用型レ

ート制御を用いてより迅速かつ正確な QoS 制御を施すことが可能となる。次節にその詳細につい

て述べる。 

3.3.2.1. ネットワーク情報と管理エージェント 

本方式では、エージェントという論理的な機能主体において、中継ノードからバッファ使用量、

チャネルレートなどのネットワーク情報を SNMP(Simple Network Management Protocol[77])の 

MIB(Management Information Base[78])情報として取得し、サーバへ通知する[88]。本エージェ

ントは主に、移動通信状態を含むネットワーク情報のインターネット側への提供機能と、MIB など

を用いて取得されたネットワーク情報の通信プロトコル毎の制御パケットへの変換機能に大別さ

れる。それぞれを司るエージェントを図 3.10 のようにモバイルインターネット環境に配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.10:ネットワーク情報提供/プロトコル変換エージェント 

ネットワーク情報提供エージェントとネットワーク情報プロトコル変換エージェントを分割し

た理由は、二つのエージェントを分散配置できることにある。例えばネットワーク情報提供エー
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ジェントは基地局などの中継ノードに、ネットワーク情報プロトコル変換エージェントは網間の

ゲートウェイ装置上に配置する。このように分散配置することにより、プロトコル変換エージェ

ント側でセッション開始時にセッション情報を一旦取得すれば、受信ノードの移動によりネット

ワーク情報提供エージェントが変わっても、セッション終了までセッション情報を維持できる。

そのためには、ネットワーク情報プロトコル変換エージェントは受信ノードとなる移動機とネッ

トワーク情報提供エージェントの対応付けを行えることを前提としている。また、網内のネット

ワーク情報を網外のノードから直接参照することは、セキュリティなどの点から難しくなってお

り、このような場合にも網のゲートウェイなどで必要十分な情報に加工して提供することもでき

る。さらにネットワーク情報プロトコル変換エージェントを、プロトコルプロキシと組み合わせ

ることも考えられる。 

・ネットワーク情報提供エージェント(例:SNMP エージェント) 

無線リンクの状態を示す情報(表 3.3)を MIB 情報として定期的に取得し、プロトコル変換エー

ジェントに提供する。 

表 3.3:ネットワーク情報 

チャネルレート(kbps) 

バッファ使用量(KBytes) 

在圏、圏外状態 

パケット送出レート(kbps) 

パケットロス率(%) 

バッファ溢れによるパケットロス量(bytes) 

 

・ネットワーク情報プロトコル変換エージェント(例:RTCP エージェント) 

サーバの QoS 制御モジュールに対し中継ノードから取得したネットワーク情報を統一的なイン

タフェースで示すため、ネットワーク情報提供エージェントに定期的に問い合わせを行ない、取

得した MIB 情報をエンドツーエンドのトランスポートプロトコル(例:RTCP)に変換し、図 3.11 に

示すようにサーバ側に制御パケットとして送信する。サーバでは、トランスポートプロトコル制



 67 

御部において、ネットワーク情報を含む制御パケットを解釈し、サービス品質制御を行う。この

ように、ネットワーク情報のプロトコル変換を行い、エンドツーエンド型の受信レポートと中継

ノードのネットワーク情報の制御パケットフォーマットを共通化することにより、レート制御側

となるサーバはエンドツーエンド型制御とネットワーク情報活用型制御との統合化を行うことが

可能になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.11:エンドツーエンド情報とネットワーク情報 

3.3.2.2. ネットワーク情報併用機能 

次に、サーバにおいて両情報を使って実現される機能と処理シーケンスを示す。 
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トランスポートプロトコル制御パケットの受信に伴い、エンドツーエンド情報またはネットワ

ーク情報の両者を切り分けて保持する。さらに例えば、エンドツーエンド情報の場合には、RTT

や受信レートなどについて現在値と過去 N 秒間の平均値を保存する。 

・情報判定機能 

保持したエンドツーエンド/ネットワーク情報からレート制御の判定を行う。ネットワーク情報

受信時には、ネットワーク情報のみ能動的に活用し、レートを判定する。一方、エンドツーエン
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活用型レート制御の結果を踏まえ、制御の重複や発振を避けるためにネットワーク情報を受動的

に活用する。 

・情報活用レート制御機能 

判定結果に基づきレート増加、減少、在圏・圏外処理を行う。 

次に、図 3.12 を用いてエンドツーエンド型およびネットワーク情報受信時のレート制御処理シ

ーケンスを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.12:エンドツーエンド情報およびネットワーク情報受信時のレート制御処理シーケンス 

(1)エンドツーエンド型情報受信時のレート制御処理シーケンス 

(1.1)エンドツーエンド型情報(RTCP の RR)を受信すると、エンドツーエンド情報として保持す

る。(図 3.12:1, 2, 3) 

(1.2)エンドツーエンド情報活用型レート制御機能では、ネットワーク情報が保持されていたら

ネットワーク情報活用型判定機能において、レートの増加/減少の可否判定を行う。(4，5，6，7) 

(1.3)さらに、エンドツーエンド情報活用型判定機能においてレート制御の判定を行う。(8，9，

10) 

(1.4)判定結果に基づき、共通レート制御機能においてレート・モードの増加・減少を実行する。
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(11) 

(2)ネットワーク情報受信時のレート制御処理シーケンス 

(2.1)ネットワーク情報(RTCP の APP:BSTN タイプ)を受信すると、ネットワーク情報として保持

する。(1，12，13) 

(2.2)ネットワーク情報活用型レート制御機能では、ネットワーク情報活用型判定機能において

レート制御の判定を行う。(14，15，16) 

(2.3)判定結果に基づき、共通レート制御を行う。(17) 

次に、提案方式を用いたストリーミングサーバ側での具体的なレート制御処理について述べる。

まず、基本となるレート制御のアルゴリズムについて述べ、次に再送制御や在圏・圏外制御など

レート制御と関連する他の制御について述べる。 

・基本レート制御 

本方式のエンドツーエンド型レート制御では、エンドツーエンド情報を受信すると、現在のエ

ンドツーエンドのネットワーク状態としての中継ノードのバッファ量を算出する。さらにこの予

測されたネットワーク状態とあらかじめ設定した理想値との差分から次に転送するパケットの送

出レートを予測し、次に転送する符号化レートを決定する。このバッファ理想値に関しては、網

全体を単一のネットワークバッファとみなし、溢れず枯渇しない程度に常に一定量データが滞留

している状態にあり、チャネルレートの変動やエンドツーエンドの制御遅延をある程度吸収でき

ることが望まれる。 

まず、サーバは通信中の RTT の最小値を RTTmin として保持する。さらに、エンドツーエンド情

報から求められる受信レート Vr と中継ノードでのバッファ内遅延時間(RTT-RTTmin)から、中継ノ

ードにおけるバッファ量 B を、 

min)( RTTRTTVrB −×=    数式 1 

と予測する。これより、中継ノードのバッファ量が理想値 Bexp に近づくように、次の x 秒間の

送出レート Vs1 を、 

xBBVrVs /exp)(1 −−=     数式 2  

と決定する。例えば、次の 1 秒間で理想バッファ量に近づけるためには、送出レート Vs1 は 
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exp)(1 BBVrVs −−=     数式 3  

となる。 

一方、ネットワーク情報活用型レート制御の場合には、ネットワーク情報から中継ノードのバ

ッファ量 Bcur と下りチャネルレートとしての Vr を取得する。さらに、例えばネットワーク情報

が 1 秒間隔でサーバに通知されるとした場合、チャネルレート変化後最大 1 秒の遅れが考えられ

る。そこで、ネットワーク情報受信時のバッファサイズ Bp は、ネットワーク情報で通知されたバ

ッファサイズ Bcur と過去 1 秒間のバッファへの流入データ量 Bin(送信データ量)とネットワーク

情報から取得されるバッファからの流出データ量 Bout から、 

BoutBinBcurBp −+=    数式 4 

として補正を行う。本式を数式 3 中の B に代入し、ネットワーク情報活用型レート制御では、

次の 1 秒間の送出レート Vs2 を、 

exp)(2 BBpVrVs −−=    数式 5 

と決定する。 

次に、上記のレート制御と深く関連し、かつモバイルストリーミング配信に不可欠な他の制御

について述べる。サーバにおいて、まず上記の基本レート制御を用いて送出レートを決定する。

さらにその得られた送出レートに基づき、クライアントのバッファ量が少なければ送出レートよ

り符号化レートを低下させる(クライアントバッファ枯渇回避)、または再送制御により送出レー

ト中の再送レートの割合を決定するなどの関連制御を行う。 

・クライアントバッファ枯渇回避処理 

クライアントは RTP パケットをあらかじめ一定時間バッファリング後、復号化および再生を開

始する。もし符号化レートとクライアントにおける受信レートが常に一致していれば、クライア

ントバッファは枯渇しない。しかしながら、特に帯域が低下し、符号化レートの方が受信レート

より大きい状態がある程度続くと、バッファは枯渇し再生が停止してしまう。そこで、このよう

な状態を回避するため、エンドツーエンド型でクライアントからバッファ使用量を報告させ、閾

値を下回る場合、バッファがある程度溜まるまでサーバからの送出レートおよび符号化レートを

基本レート制御で決定した値よりも一定率増加させる。この報告するバッファ使用量について本
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研究では、バッファ内パケット量ではサーバが実際に必要なバッファ消費時間が見積もれないと

判断した。なぜなら、バッファ内のパケット量が大きくてもパケットの符号化レートが大きけれ

ば、再生によりバッファが短時間で消費されバッファ枯渇になりかねないからである。このため、

クライアントバッファ中の最初と最後のパケットの再生時間を取得し、サーバ側に通知すること

とした。このときさらに、ネットワーク情報として中継キューの使用量が大きいことが通知され

ると、サーバは基本レート制御で決定した送出レートより一定率低下させた符号化レートのコン

テンツを取得する。しかしながら、求めたコンテンツを基本レート制御で決定した元の送出レー

トで送信する。このようにネットワーク情報型では符号化レートを低下させながら、送出レート

を維持することで、送出レートを一定に保ちながらクライアントバッファを回復させることがで

きる。従って、クライアントバッファ枯渇と中継キューの溢れを防止することが可能となる。 

・再送制御 

本システムでは、無駄な再送の回避のため、エンドツーエンド型でサーバ・クライアント間の

RTT を考慮しながら再送可否判断をサーバ側で行っている。具体的には、サーバは RTP で定義され

た測定方法により毎秒 RTT を測定し、クライアントから報告される RTP 再生時刻と比較すること

により、再送パケットが再生時刻に間に合うかどうかを判断し、間に合う重要度の高いパケット

のみを再送している。このときさらに、ネットワーク情報の中継キュー使用量をもとに、再送パ

ケット送出レートと通常のストリームの送出レートの制御を行い、再送パケットに因るネットワ

ーク輻輳を回避する。すなわち、ネットワーク情報により中継バッファが少なければ基本レート

制御で決定した送出レートに再送パケットを加算して送出する。一方、中継バッファが多くなっ

ていれば通常の転送パケットと再送パケットを合わせて基本レート制御で決定した送出レート内

に収まるよう、通常の転送量を低下させる。 

・在圏・圏外処理 

エンドツーエンド型での圏外流出のサーバ・クライアント側での認識は、RTCP/RTP 未受信タイ

ムアウトによる。このときは、サーバ・クライアント独立にセッション一時停止状態に移行する。

さらにクライアントはデータリンクからの通知などにより圏内流入を検知すると、サーバ側へ

RTSP を用いて在圏通知を送信し、サーバはセッションを再開する。しかし、このエンドツーエン



 72 

ド型の在圏・圏外処理は RTCP パケットの未受信をトリガとしているため、輻輳により中継ノード

で RTCP パケットが廃棄されたのか、圏外によるものかの区別が難しい。このため、RTCP 未受信タ

イムアウトのタイマ設定値が小さすぎると、ネットワーク輻輳時を圏外と誤認識し、セッション

が途切れることが予想される。一方、ネットワーク情報活用型制御においては、中継ノードから

の在圏、圏外通知によりサーバは在圏・圏外処理に入る。すなわち、圏外流出時は現在のセッシ

ョンの状態を保存して一時停止状態に入り、圏内流入時は即座に続きからセッションを再開する。 

3.3.3. 設計と実装 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.13:モバイル QoS システム設計図 

提案方式を組み込んだモバイル QoS システムの構成図を図 3.13 に示す。本モバイル QoS システ

ムは 3.2.2 章と同様に Windows98/2000 上で動作し、MPEG-4 データ転送ストリームとその制御用コ

ネクションとの 2 系統の通信を司る。 

まず、各モジュールを説明する。図 3.13 左がクライアント、右がサーバ、下が中継ノードを示

す。サーバは、コンテンツ管理やユーザ情報の管理を行うアプリケーションと、コンテンツファ
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イルの読み込みや RTP パケット転送を行う MPEG-4 解析・レート制御・パケット送信モジュール、

RTSPによりセッション制御を行うセッションマネージャとRTCPによりレート判定などを行うQoS

マネージャに分かれる。 

クライアントは、ユーザインタフェースとなるアプリケーションと、RTP パケットの受信・バッ

ファリングや MPEG-4 の復号化モジュール、さらにパケットの受信状況をモニタリングするネット

ワークモニタ、クライアントバッファの使用量をモニタリングするバッファモニタと、監視結果

を RTCP でサーバ側に通知する QoS マネージャ、QoS マネージャに対し無線リンクの状態を通知す

るデータリンクモニタ、サーバ側と RTSP の交換を行うセッションマネージャから成る。 

移動通信網の中継ノードには、SNMP エージェント機能となるネットワーク情報提供エージェン

トと、網上のセッション情報を取得し、セッション毎に SNMP エージェントに問い合わせを行い結

果をプロトコル変換するネットワーク情報プロトコル変換エージェントがある。 

次に、ストリーミング通信の流れを示す。MPEG-4 ストリームの構成をサーバ・クライアント間

で RTSP を用いて交換後、ストリーミングを開始する。サーバ側で MPEG-4 のコンテンツファイル

を読み込み(1)、映像と音声データを別々の RTP セッションとしてネットワークに送信する(2)。

クライアント側では RTP パケットを受信すると受信バッファに格納する(3)。また、定期的に受信

バッファからデータを取り出し(4)、復号化して表示する(5)。再生中、停止や解像度切り替えな

どのセッション制御はユーザインタフェースを介してセッションマネージャ間でやりとりされる

(6)。一方、MPEG-4 ストリーミングと平行して、ネットワークモニタは受信パケットの RTP ヘッダ

をモニタリングし(7)、受信状況を RR としてサーバ側へ応答する(8)。さらに受信バッファモニタ

は受信バッファの RTP パケットタイムスタンプ情報を APP(Application-defined RTCP Packet)と

してサーバ側へ応答する(9)。サーバは、これらのエンドツーエンド型ネットワーク情報を受信す

ると(10)、RR のパケットロス率などの値からクライアントの受信レートを算出し、結果により解

像度に対するユーザの優先度に応じた QoS 制御を行う。これに加え、網内に存在するネットワー

ク情報プロトコル変換エージェントは、ネットワーク上のセッションをモニタリングし、サーバ・

クライアントそれぞれの IP アドレスやポート番号などのセッション情報を取得する(11)。さらに

ネットワーク情報提供エージェントから MIB 情報を取得する(12)と、あらかじめ保持するセッシ
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ョン情報を元に RTCP 制御パケットへの変換を行ない、APP としてサーバへ応答する(13)。サーバ

は、このネットワーク情報を受信すると、バッファ占有率やチャネルレートなどの値からネット

ワーク情報活用型レート制御を行う(14)。 

3.3.4. 評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.14:実験環境構成図 

表 3.4:評価条件 

条件 値 

チャネルレート  64，128，384Kbps 

最大バッファ量 40KBytes 

パケットロス率 0，5，10% 

 

提案方式を試作開発中のモバイル QoS システム上に実装し、IMT-2000 ネットワークシミュレー

タ装置[87]を介してサーバ－クライアント間でストリーミング配信実験と評価を行った。評価条

件を表 3.4 に、実験構成図を図 3.14 にそれぞれ示す。特にネットワーク特性となる帯域変動に

ついては、第 3 世代移動網である IMT-2000 パケットを対象としており、64，128，384Kbps 等の各

チャネルレートが用意されているため、これらのレートを階段状に変化させるようにした。以下、

基本特性として平均パケットロス数、帯域変動追従性、さらにレート制御以外の制御との関連性
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における評価結果について述べる。 

・平均パケットロス数 

表 3.5:帯域変化時のエンドツーエンド型およびネットワーク情報活用型レート制御の平均パ

ケットロス数/秒の比較(測定条件中、A-B-C とは、最初帯域を Akbps で開始し 20 秒後に Bkbps、

40 秒後に Ckbps に設定を変更したことを示す。) 

エンドツーエンド型 ネットワーク情報活用型 測定条件

(kbps) 0% 5% 10% 0% 5% 10% 

64 

64-128 

64-128-64 

64‐384 

64‐384‐64 

128 

128-64 

128-64-128 

128-384 

128-384-128 

384 

384-64 

384-64-384 

384-128 

384-128-384 

2.41 

2.13 

2.19 

1.84 

3.20 

1.26 

1.46 

1.42 

1.07 

1.57 

0.00 

1.40 

1.15 

0.84 

0.64 

2.32 

2.31 

2.49 

2.11 

2.61 

1.28 

1.43 

1.65 

1.26 

1.39 

0.00 

0.56 

0.82 

0.53 

0.37 

2.45 

2.79 

2.97 

2.26 

3.34 

1.67 

1.56 

1.70 

1.32 

1.48 

0.01 

0.61 

0.86 

0.22 

0.43 

0.23 

0.24 

0.39 

0.42 

0.57 

0.18 

0.15 

0.17 

0.17 

0.27 

0.00 

0.07 

0.10 

0.06 

0.01 

0.42 

0.44 

0.25 

0.44 

0.51 

0.12 

0.27 

0.32 

0.16 

0.30 

0.00 

0.14 

0.33 

0.07 

0.04 

0.68 

0.73 

0.97 

0.78 

1.10 

0.25 

0.36 

0.33 

0.50 

0.25 

0.15 

0.58 

0.43 

1.02 

0.06 

 

 

帯域変化を施した場合の、ネットワーク情報活用型レート制御とエンドツーエンド型レート制

御のパケットロス数の比較結果を表 3.5 に示す。さらに、中継のネットワークシミュレータ装置
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においては無線リンク上の PDU パケットエラー率を 0%， 5%， 10%とした。この測定条件の下で

RTP の受信パケット数およびパケットロス数を観測し、測定時間で平均化した。さらに同一条件で

2 回測定し、平均化している。この結果、ほとんどの場合においてネットワーク情報活用型の方が

パケットロスが少ない。全てのケースを平均すると、ネットワーク情報活用型の平均パケットロ

ス数/秒は 0.30 でエンドツーエンド型は 1.50 であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.15:ネットワーク輻輳時の SR と RR の交信タイミング 

帯域変動時、特に帯域が急速に低下した時にエンドツーエンド型とネットワーク情報型のパケ

ットロス数の差が大きくなる。これは、帯域が低下した直後は中継ノードのキュー使用量が急速

に大きくなることによる。このとき、エンドツーエンド型ではサーバからクライアントに送信さ

れるSR(Sender Report)の応答としてクライアントからサーバへ送られるRRによりRTTを測定し、

中継ノード滞留量を計っている。しかしながら、帯域が低下してキュー使用量が増大したときに

は、この SR がクライアントになかなか届かず、その結果今回の測定では SR が届かない4 ないし 5

秒間の RTT は帯域が減少する前の時点の RTT と同値に計算される。例を図 3.15 に示す。サーバが

SR2 を送信後、ネットワーク輻輳が発生すると、クライアントでの SR2 の到着が遅れ、その前に
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RR2，RR3，RR4 は SR1 の送信時刻を指定してクライアント側に送信されている。これらの情報から

クライアントは、輻輳前の SR1 の下り遅延時間と、RR2，RR3，RR4 の輻輳していない上りの遅延時

間の和を RTT とするため、SR1-RR1 間の遅延時間の値と変わらず計算される。このため、エンドツ

ーエンド型では、帯域低下時のレート追従性が悪化し、パケットロスを引き起こす。一方、ネッ

トワーク情報活用型では中継ノードからキュー使用量、チャネルレートが報告されるため、帯域

低下時もキュー量増大によるRTTの測定不可能状態を、報告されるバッファ使用量で修正できる。 

また、エンドツーエンド型は特に帯域の小さい 64Kbps の測定条件の時に、ネットワーク情報活

用型と比較してパケットロスが大きい。これは、レート制御のアルゴリズムがバッファの理想値

(Bexp)を 384Kbps に合わせた固定値としているため、帯域が小さいほど RTT が大きくなるためで

ある。これから、エンドツーエンド型では前述の理由と同様に RTT の測定不可能状態が長くなり、

ネットワーク滞留量の判断を誤ってパケットロスが生じるのに対し、ネットワーク情報活用型で

はバッファ使用量でレート判断の補正を行っている。 

一方、ネットワーク情報活用型においてエラー率 10%設定で毎秒のパケットロス数が大きくなっ

ているケースが見受けられた。これは、基本レート制御により中継バッファの現在量が理想量を

中心に一定周期で上下しており、ちょうどバッファ量が増大した時点で帯域が減少すると、ネッ

トワーク情報活用型においてもレート制御が間に合わないケースがある。さらにこのとき、バッ

ファ量増大の通知を受信してレート減少を行ったとしても、レート判断による送信量が負の値を

取るとシステムの送信レートの最低値の 29kbps は送信しているため、計算値よりも実際の中継バ

ッファ量が多くなる。また、このときエラー率を 10%に設定いるが、本シミュレータのエラーパタ

ーンは IMT-2000 実網のエラーの実測に基づくものであり、このエラーの周期が連続して発生する

場合には一定時間受信レートが 0 になる。このときもネットワーク情報活用型ではレートを低下

させるものの最低レート以上で送信するため、結局は中継バッファあふれを引き起こす。 

・帯域変動への追従性 

帯域使用率(受信レート/チャネルレート)の 80 秒間の平均値を表 3.6 に示す。全てのケースを

平均すると、ネットワーク情報活用型の帯域使用率は 72%でエンドツーエンド型は 65%であった。

このように、ネットワーク情報型の方がエンドツーエンド型より帯域使用率が高く、ネットワー
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ク帯域を有効利用できているといえる。 

 

表 3.6:帯域変化時のエンドツーエンド型およびネットワーク情報活用型レート制御の平均帯

域使用率(%) 

エンドツーエンド型 ネットワーク情報活用型 測定条件

(Kbps) 0% 5% 10% 0% 5% 10% 

64 

64-128 

64-128-64 

64-384 

64-384-64 

128 

128-64 

128-64-128 

128-384 

128-384-128 

384 

384-64 

384-64-384 

384-128 

384-128-384 

62 

77 

70 

79 

74 

78 

72 

78 

91 

78 

83 

80 

80 

75 

77 

60 

71 

68 

55 

59 

75 

62 

70 

67 

60 

57 

58 

59 

62 

57 

53 

61 

59 

47 

59 

66 

51 

55 

59 

57 

49 

57 

52 

56 

48 

60 

77 

67 

84 

76 

79 

67 

76 

91 

82 

84 

77 

83 

78 

84 

54 

71 

61 

77 

70 

71 

58 

71 

83 

78 

77 

71 

78 

70 

74 

78 

63 

55 

76 

62 

68 

54 

62 

80 

69 

72 

62 

72 

59 

69 

 

この主な理由としては、エンドツーエンド型はバッファ使用量の変化のふれ幅が大きく、特に

帯域幅が急に増大したときや通常のレート制御により RTT が増大して送出レートを低下させた後

に中継バッファ使用量の枯渇が見られる。しかし、ネットワーク情報活用型ではこれらの制御判

断のふれをバッファ使用量で補正しているため、バッファ使用量の変化は小さく中継ノードのバ



 79 

ッファが枯渇することは無い。もう一つの理由として、符号化レートの設定値に対して実際の符

号化レートは常に変動している。そのため、判断した送出レートと実際の送出レートに食い違い

が生じることがあり、このとき中継ノードのバッファ量は一時的に低下する。このような状況で

も、ネットワーク情報活用型ではバッファ使用量低下の報告を受信し、エンドツーエンド型より

も早く送出レートを増大させるため、中継ノードのバッファ枯渇の回避となっている。 

・再送制御との関連性 

表 3.7:再送制御の効果の比較 

ネットワーク情報 再送 

 

全送信パケッ

ト 

パケットロス

率(受信) 

パケットロス率

(表示) 

Network 

End-to-end 

End-to-end 

有 

有 

無 

1236 

1352 

1507 

0.0% 

11.9% 

7.5% 

0.0% 

10.6% 

13.1% 

 

次に再送制御との関連を調査するため、無線リンク上で中継キューが溢れてパケットロスした

場合と、インターネット側でランダムにパケットロスした場合のロスパターンを発生させ、再送

を行う実験を行った。このようにロスパターンを 2 種類用意したのは、同じキュー溢れの現象で

も無線リンクとインターネットなどの有線リンクとでは、網の特性が異なるためである。具体的

には、無線リンクの方は、リンク上のエラー率が高くなると ARQ により RTT が長くなり、最終的

にキュー溢れによるパケットロスを起こす。一方、有線の場合には無線リンクと比較すると、RTT

が伸びる前にすでにバッファ溢れを起こしている。これらの 2 ケースにおける再送制御の効果を

計った。 

まず、無線リンク側のネットワーク帯域幅をストリーミング開始 20 秒後に 384→64Kbps に低下

させた場合の受信時のパケットロス率と再送後の表示直前で無効となったパケット率を、ネット

ワーク情報活用型とエンドツーエンド型とで比較した結果を表 3.7 に示す。表示時の無効パケッ

トには、再送に間に合わなかったパケットに MPEGの I フレームがロスしたことによる後続の P フ

レームのパケット無効数も加算されている。表 3.7 が示すようにエンドツーエンド型で再送無し
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の場合に、表示時のパケットロス率が受信時のパケットロス率より大きい。これは I フレームの

ロスによるＰフレームのパケットの無効化に因る。しかし、エンドツーエンド型でも再送有りの

場合には、P フレームのパケットの無効化はあるものの再送で間に合っているパケットも有り、そ

の分受信時より表示時のパケットロス率は小さくなっている。しかし、エンドツーエンド型では

再送しているにも関わらずパケットロスが発生している。これは、帯域が 64kbps に落ちた時にバ

ッファ溢れが生じ、再送が行われたが RTT が伸びているために一部の再送パケットが表示時間に

間に合わなかったことによる。さらに、再送した方が受信時のパケットロス率が多くなっている

のは、再送によりさらに中継バッファを圧迫したためである。 

さらに 

図 3.16 に、表示直前のパケットロス数をネットワーク情報有り無し/再送有り無しにおいて示

す。パケットロス数には、MPEG の I フレームがロスしたことによる後続の P フレームのパケット

無効数も加算されている。グラフから、ネットワーク情報が無いエンドツーエンド型では 384→

64Kbps の輻輳時には再送有り無しの違い(図 7、中と下のグラフ)が見られず、再送しているにも

関わらずパケットロス数はほとんど変わらない。測定の再生有り時の中継バッファ使用量を図 

3.17 に示す。エンドツーエンド型レート制御では、帯域を 64kbps に低下させた 20 秒から最大バ

ッファ使用量(あらかじめ 40KBytes 指定)付近が続いている。このため、輻輳時の再送パケットす

らロスし、ベースとなる基本レート制御がうまく機能しておらずバッファ溢れが発生している場

合には、再送制御の効果も図られない。 
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図 3.16:20 秒時点で帯域変動(384→64kbps)を行った場合の表示直前のパケットロス数(上:ネ

ットワーク情報有り再送有り、中:ネットワーク情報無し再送有り、下:ネットワーク情報無し再

送無し) 
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図 3.17:中継キューバッファ使用量変化(20 秒時点で 384→64kbps) 

 

表 3.8:再送制御の効果の比較(2) 

ネットワーク情報 再送 

 

全送信パケット パケットロス

率(受信) 

パケットロス

率(表示) 

Network 

End-to-end 

有 

有 

238 

290 

2.9% 

3.8% 

0.0% 

4.1% 

 

次に、インターネットでのパケットロスを模擬するため、サーバ－エラー発生装置－IMT-2000

ネットワークシミュレータ装置－クライアントという接続環境において、ネットワークシミュレ

ータ装置の帯域は変動させず(64Kbps 一定)、エラー発生装置においてパケットをロスさせた場合

のネットワーク情報活用型とエンドツーエンド型の再送制御の効果の比較を表 3.8 に示す。エラ

ー発生装置には、遅延 50msec、IP パケットロス発生率はポアソン分布で 5%を指定した。本比較結

果から、無線リンク側での帯域は一定でインターネット側でパケットロスが生じた場合にも、ネ

ットワーク情報活用型の方が再送制御がより効果的に機能していることがわかる。この理由も前

述のように、基本レート制御により中継バッファの使用量が大きく変動しており、特に使用量が
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大きいときに再送すると、ますますバッファ使用量が増大し、ロスを助長させる結果となったた

めである。 

・在圏・圏外の評価 

表 3.9:在圏・圏外制御時のパケットロス数 

ネットワーク情報 パケットロス数 

ネットワーク型 

エンドツーエンド型 

58 

258 

 

最後に、在圏・圏外制御時の効果を計るために、前述の実験環境においてネットワークシミュ

レータ装置で一時的にチャネルをダウンさせ、サーバ・クライアントで在圏・圏外制御時のパケ

ットロス数を測定した。実験では、セッション開始時は 384kbps の帯域設定を行い、20 秒後から

40 秒後の 20 秒間チャネルを一時ダウンさせ、40 秒後以降は 384kbps の帯域を回復させた。その

結果、表 3.9 に示すようにネットワーク情報活用型の方がエンドツーエンド型に比較してパケッ

トロスが少ない。これは、エンドツーエンド型では、サーバ側で圏外を検知するまでに RTCP 未受

信タイムアウトが発生する 5 秒間は無駄にパケットを転送しているためである。しかしネットワ

ーク情報活用型では、SNMP エージェントへのネットワーク情報の要求を 1 秒間隔で行っているた

め、最大 1 秒の検出遅れと中継ノードからサーバまでの遅延時間の和分の遅れで収まる。このた

め、クライアントの圏外流出時にエンドツーエンド型の方がパケットロスが大きくなった。 

3.4. あとがき 

第 4 世代移動通信網の整備が固まるにつれ、今後ますますモバイルマルチメディアサービスア

プリケーションへの要求が高まることが予想される。しかし、IETF などのインターネットプロト

コルの標準化委員会で仕様の検討がなされている RTSP や RTP では、無線リンクの特徴を生かした

QoS セッション制御がなされていず、その結果既存方式では、移動端末とサーバ間でストリーミン

グセッションの切断や状態不一致が生じる。このため、本稿ではモビリティの特性を加味したセ

ッション制御プロトコルを提案した。具体的には、モバイルネットワーク環境に特徴的な在圏/圏

外の情報やベアラ切り替えなどの状態変化を上位のトランスポート・セッション制御部に通知し、
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一時的にセッションサスペンド・リジューム状態に遷移させるためのモビリティ拡張機能を導入

する。試作を行ったモバイル QoS システムにおいて、有効性を確認した。 

さらに、ストリーミング配信サーバにおいては、エンドツーエンド型の受信情報と網からのネ

ットワーク情報の両者を総合的に判断した効果的なレート制御方式を提案した。また、提案方式

を Windows 上のモバイル QoS システムに組み込み実装した。IMT-2000 ネットワークシミュレータ

装置を用いた評価実験では、チャネルレート変動時、エラー率設定時(0%、5%、10%)のそれぞれに

おけるパケットロス数、帯域使用率の点から、ネットワーク情報活用型はエンドツーエンド型に

比べて、パケットロスを小さく抑えながらも帯域使用率が大きくネットワーク資源の有効利用が

図られていることがわかった。さらに、再送制御や在圏・圏外制御などのモバイルストリーミン

グシステムに不可欠な制御において、ネットワーク情報活用型と併用した方が効果が高いことが

明らかになった。今後は、IMT-2000 から無線 LAN を含む第4 世代移動通信網における QoS プロキ

シ方式などについて検討していく。 
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第 4 章  

第4世代移動通信環境向けシステム開発評価システム技術 

 

4.1. まえがき 

移動網とインターネットがゲートウェイを介して接続され、これらの通信網のインターネット

化が進行中であると同時に、シミュレーションの分野でも移動端末と複数の中継装置から構成さ

れるモバイルネットワーク環境において、移動端末が無線リンクを通じてインターネット上のサ

ーバにアクセスし、TCP/IP 通信を用いてデータを送受信する通信形態を、無線区間シミュレータ

を用いて模擬する必要が出てきた[94][95][96][97]。ここで、既存の広域ネットワークシミュレ

ータ(例:ns-2)で移動網のシミュレーションを行おうとすると、PDC, PDC-P, W-CDMA など開発され

ていない通信モジュールがあり、また一部開発されているプロトコルモジュールがあっても、バ

ージョンや実装機能、通信方式など、実網を忠実かつ完全にシミュレートできているわけではな

い。これは一つには、これまでインターネットと移動網が独立に存在したため、インターネット

と移動網のシミュレーションを同時に行う必要が無く、それぞれ独立にシミュレータを開発して

きた経緯によると考える。一方、移動網提供側はこれまで個々にシミュレーション環境を開発し

てきており、これらは無線網のノイズ、中継交換機の混雑などの無線ネットワーク状態の再現が

可能となるように開発されている[87]。さらにこれらは、移動網の運用パラメータの試験検証環

境となっている。しかしこれらの無線区間シミュレータは無線区間ベースで記述されており、こ

のとき以下のような問題点が考えられる。 

・無線区間シミュレータ上でインターネットを含めた大規模広域ネットワーク環境の構成を実

現するしくみが存在しない。  

・無線区間シミュレータは無線区間に特化したシミュレータであり、TCP/IP やマルチキャスト、

リアルタイム通信プロトコル、HTTP などの上位層のインターネット系のサービスプロトコルを提

供する機能がシミュレータに無い。または、実装されていない。 

このように、無線区間の伝送通信処理に関しては、それを得意機能とした無線区間シミュレー

タ上に実装され、広域ネットワーク構成やインターネット系のプロトコルに関しては、それに特
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化した広域ネットワークシミュレータ上に既存に多く実装されている。両者を有効利用する手段

が存在しない。このため、無線区間を含めたモバイルインターネット環境全体で総合的にシミュ

レーションを行う場合には、現状では無線区間シミュレータ上に所望の上位インターネット系プ

ロトコルを実装しなくてはならず、実装コストと時間がかかってしまう。 

4.2. 制御方式 

本研究では、広域ネットワークシミュレータと無線シミュレータを連携させることにより、効

率的な大規模モバイルネットワーク環境でのシミュレーション環境を実現する。そのため、既存

に実装済のシミュレータ内部に同期処理などを含めた他のシミュレータとの連携処理機能を追加

し、通信インタフェースを定義し、複数の異種シミュレータを連携させるフレームワークを構築

した。 

4.2.1. 連携方式 

広域ネットワークシミュレータでは、内部に評価対象となる通信コネクションを確立し、パケ

ットルーティング処理を模擬する。無線区間シミュレータでは、パケットが無線区間通過時の無

線データリンク層以下の事象を模擬する。このときの連携システム概要と手順を図 4.1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 4.1:連携システム概要図 

本連携システムは、広域ネットワークのシミュレーションを実行する計算機(計算機 1)と無線区

間シミュレーションを実行する計算機(計算機 2)で構成され、両者はネットワーク接続されている。

計算機 1 から計算機 2 へ、シミュレーション要求メッセージとしてシミュレーション対象のパケ

ット情報とシミュレーション経過時間が送信されると、計算機 2 から計算機 1 へシミュレーショ

ン結果が応答される。 

シミュレータ１を実行す
る計算機１

シミュレータ２を実行す
る計算機２

パケット情報、シミュレーション時間

シミュレーション結果
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図 4.2:連携処理概念図 

次に連携処理の概念図を示す(図 4.2)。基本的には、広域ネットワークシミュレータ側で時間

制御を行うことで同期を図る。広域ネットワークシミュレータは、送信側上位プロトコル処理を

行うと、該当パケットの無線リンク通信処理のシミュレーション要求を無線区間シミュレータに

送信する(1)。無線区間シミュレータは、広域ネットワークシミュレータ側から指定された時間分

のシミュレーションを実行後、該当パケットのシミュレーション計算を行ない、結果を広域ネッ

トワークシミュレータ側に応答する(2)。その後、広域ネットワークシミュレータでは受信側上位

プロトコル処理を続行する(3)。ただし、無線リンク通信処理においても時間制御に関わる制御に

関しては、同期を図る広域ネットワークシミュレータ側で制御を行う。 

4.2.2. 連携システム構成と処理の流れ 

連携処理を実現するために、広域ネットワークシミュレータ・無線区間シミュレータそれぞれ

に必要な構成要素と要素間の関係を図 4.3 に示す。特に、既存のパケット転送処理に新規に連携

通信インタフェースと連携処理を追加した部分を図 4.3 中に示す。 

図 4.3 左側の広域ネットワークシミュレータは、TCP/IP 層以上のアプリケーションを司る上位

プロトコル処理部、無線データリンク以下の処理を行う無線リンク部から構成される。各無線リ

ンク部は、無線データリンクレベルのヘッダを付加されたパケットをインタフェースキューに溜

めるインタフェースキュー処理部と、インタフェースキューから適時パケットを取り出し、無線

区間シミュレータとメッセージ通信を行ってシミュレーション結果を取得し、結果に応じてさら

送信側上位プロ
トコル処理

無線リンク通信処理

受信側上位プロ
トコル処理

１ ２

３

広域ネットワークシミュレーション

無線区間シミュレーション
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にインタフェースキューから次パケットの取り出しや、移動機側の受信モジュールでパケット受

信処理を行うためのイベント登録を行う無線リンク通信処理部から構成される。図 4.3 右側の無

線区間シミュレータは、広域ネットワークシミュレータとメッセージ通信を行ってシミュレーシ

ョンに必要なパケット情報を取得し、フラグメンテーションなどの無線データリンクプロトコル

処理を行う無線データリンクプロトコル処理部と、データリンクレベルのパケットに対し、無線

シミュレーション処理を行う無線伝送通信処理部から構成される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3:連携システム構成図 

さらに、無線区間シミュレータの各処理部内で実行されるシミュレーション計算関数間の依存

関係を図 4.4 に示す。このうち、広域ネットワークシミュレータインタフェースとシミュレーシ

ョン結果演算関数は図 4.3 の無線データリンクプロトコル処理部に、無線区関シミュレーション

制御関数は図 4.3 の無線伝送通信処理部に位置付けられる。無線区間シミュレータは、広域シミ

ュレータインタフェースを介したソケット間通信により、広域シミュレータからのシミュレーシ

ョン実施要求とそれへの応答をやりとりする。さらに無線区間ネットワークシミュレータでは、

広域シミュレータインタフェースと無線区間シミュレーション結果計算関数間でパケット情報や

無線リンクパラメータ、計算結果を受渡しする。 
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図 4.4:双方向通信のサポート 

本制御により、無線区間シミュレータでは自らのノード種別(BS/MH)に関わらず、広域側から要

求されたノード種別(上り/下り方向)のシミュレーションが実行可能となり、上り下り双方向の通

信をサポートすることができる。また BS および MH 側シミュレーション結果計算関数では、広域

シミュレータ側からシミュレーション実施要求を受信すると、広域シミュレータ側のノード種別

に応じて遅延時間または基地局切り替え時間の計算およびエラーパターンファイルによる受信ノ

ードへの再送有無判定を行う。なお、このエラーパターンファイルは、無線区間での PDU(Packet 

Data Unit)パケットがロスしたか否かを示すビットを時系列的にならべたものである。無線区間

シミュレータ側では、このエラーパターンファイル中、シミュレーション時間経過を示すビット
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を取り出し、PDU パケットがロスしたかを判定する。さらに、例えば複数基地局間や障害物による

レイヤ 1 レベルの相互干渉を含めてエラーのパターン化を図っており、それらの通信品質劣化を

模擬することも可能である。また、計算関数には以下の遅延要素が用いられる。 

 

total_delay =   process_delay  

+  ((physend_module_delay  

+  communication_delay  

+  phyrecv_module_delay)  *  number_of_PDU) 

 

このうち、total_delay は SDU(Service Data Unit)あたりの遅延時間の総計、process_delay は

ARP プロセスの処理遅延時間、physend_module_delay は物理レイヤの変調処理遅延時間、

communication_delay は BS/MH の無線区間遅延時間、phyrecv_module_delay は物理レイヤの復調

処理遅延時間、number_of_PDU は無線区間での PDU 数を示す。また、無線区間シミュレーション制

御関数では、広域側シミュレータから設定された処理実行時間に基づき、無線区間でのシミュレ

ーションを実行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5:複数基地局のサポート 
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さらに無線区間シミュレータにおいて複数基地局を収容してシミュレーション計算を実行する

ためには、演算実行主体は単一でも基地局切り替え後の局の属性や状態、設定内容が局毎に独立

に保持されていなくてはならない。このため、BS 用シミュレーション結果演算処理内に基地局識

別処理を配置した(図 4.5)。この基地局識別処理では、広域ネットワークシミュレータからのパ

ケット送信要求に応じて所望の基地局のパラメータを参照・取得し、さらに MH 側のパラメータを

加味して無線リンク毎の受信遅延時間の演算処理を行う。また、このとき参照する基地局パラメ

ータとしては、PDU ペイロード長や ARP 処理遅延時間、通信速度や変調・復調遅延とエラーパター

ンファイルなどがある。本処理により、無線区間シミュレータ内で基地局毎にパラメータを切り

替えることで、単一のシミュレータで複数基地局のシミュレーションの実行が可能になる。 

4.2.3. 交換メッセージ 

表 4.1:交換メッセージフォーマット (シミュレーション実施要求メッセージ) 

Ｎｏ. 内容 

1 

2 

3 

4 

再送回数 

パケット ID 

パケットサイズ(バイト) 

シミュレーション経過時間(ミリ秒) 

 

表 4.2:交換メッセージフォーマット (シミュレーション実施結果メッセージ) 

Ｎｏ. 内容 

1 

2 

3 

4 

転送結果 

パケット ID 

到着時間/再送時間までの経過時間(ミリ秒) 

次パケット処理開始までの経過時間(ミリ秒) 

 

次に、シミュレータ間の連携通信処理に必要となる交換メッセージフォーマットを表 4.1,表 
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4.2 に示すように定義した。シミュレーション実施要求メッセージには、本パケットが何回目の再

送であるかを示す再送回数、パケットの識別子であるパケット ID、パケットサイズ、前のシミュ

レーション実施要求メッセージからの経過時間を示すシミュレーション経過時間などが含まれる。

またシミュレーション実施結果メッセージには、到着または再送の転送結果、要求メッセージと

対になるパケット ID、受信側での到着時間または再送開始までの経過時間、広域ネットワーク側

のインタフェースキューからパケット取出しを再開する次パケット処理開始までの経過時間など

が含まれる。 

4.2.4. 状態遷移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6:無線区間シミュレータ状態遷移図 

無線区間の処理を模擬する無線区間シミュレータにおいて、今回拡張部分の連携処理にあたる

状態遷移を図 4.6 に示す。初期状態は通信開始前の状態で、コネクションが確立していない状態

を示す。シミュレーション要求待ちでは、無線区間シミュレータにおいてシミュレーション時間

は進行させず、広域ネットワークシミュレータからのシミュレーション要求を待つ。またシミュ

レーション実行では、無線区間シミュレータにおいてシミュレーション時間を進行させ、その間

にスケジューラにイベント登録をされた受信処理を実行する。シミュレーション計算では、シミ

ュレーション時間は進行させずシミュレーションの結果である受信時刻のみを計算し、その時刻

に受信処理されるためのイベントをスケジューラに登録する。 

初期状態
シミュレーショ
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シミュレー
ション実行
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④
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シミュレーションが開始されると、初期状態からシミュレーション実施要求メッセージを待つ

ためのシミュレーション要求メッセージ待ちの状態になる(1)。シミュレーション要求待ち状態で

要求メッセージを受信すると、要求メッセージ中に含まれる経過時間からその時間経過後シミュ

レーション計算を行うイベントを登録し、シミュレーション実行状態になる(2)。シミュレーショ

ン実行状態は、実際の通信処理を行う。特定のシミュレーション時間経過後、シミュレーション

計算状態(3)となり、シミュレーション計算後、結果を広域ネットワークシミュレータに応答し、

シミュレーション結果に基づく受信処理イベントをスケジューラに登録し、シミュレーション要

求待ちに戻る(4)。 

次に、図 4.6 の状態遷移図において、一つ目のパケット(パケット 1)の受信処理が実行される

前に、広域ネットワークシミュレータ側から後続のパケット(パケット 2)の要求を受信したケース

について説明する。本ケースでは、パケット 1 に関して前述の(1)から(4)の処理が行われる。こ

のときは、パケット 1 の受信処理イベントを無線区間側のスケジューラに登録しただけで、実際

のパケット 1 の受信処理はまだ行われていない。そこで、パケット 1 に関する(4)までの処理後、

シミュレーション要求待ち状態において、パケット 1 の受信処理時刻になる前に広域ネットワー

クシミュレータ側からパケット 2 の要求を受信することがある。このときには、パケット 2 のシ

ミュレーション要求を無線区間側で受信すると、シミュレーション実行状態に遷移し(2)、パケッ

ト 1 の受信時刻より前のパケット 2 の送信時刻までシミュレーション時間を進行させ、その間に

スケジューラに登録されたイベントを実行する。その後、シミュレーション計算状態に遷移し(3)、

パケット 2 のシミュレーション計算を行い、パケット 2 のシミュレーション結果を広域側に応答

するとともに、パケット 2 の受信イベントをスケジューラに登録し、パケット要求待ち状態に遷

移する(4)。その後、新規パケット(パケット 3)へのシミュレーション要求を受信して初めて、シ

ミュレーション実行状態に遷移し、パケット 3 の送信時刻まで無線区間側のシミュレーション時

間を進行させ、その間にパケット 1 と 2 等の受信イベントが実行されることになる。 

4.2.5. 処理シーケンス 
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図 4.7:シミュレーション処理シーケンス図 

両シミュレーションを含む連携処理全体のシーケンスを図 4.7 に示す。本処理ケースは、一つ

目のパケット(パケット 1)の受信処理が実行された後、広域ネットワーク側で次のパケット(パケ

ット 2)のシミュレーション要求が発生したケースを示す。まず広域ネットワークシミュレータの

インタフェースキュー制御部において、上位パケット 1 を受信する(1)と、パケット 1 のパケット

サイズなどのパケット情報を含んだシミュレーション実施要求メッセージを、無線区間シミュレ

ータに送信する(2)。無線区間シミュレータでは、受信したメッセージに含まれるパケット情報か

らパケット 1 のシミュレーション計算を行ない、計算結果をシミュレーション実行イベントとし

てスケジューラに登録する(3)。さらに結果をシミュレーション実施結果メッセージとして広域ネ

ットワークシミュレータに応答する(4)。広域ネットワークシミュレータは、シミュレーション結

果を元に、パケット 1 の受信処理イベントをスケジューラに登録する。さらに、シミュレーショ

ンを継続し、無線通信処理を実行する(5)。このとき、パケット 1 の受信処理が実行される。さら
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に上位パケット 2 を受信する(6)と、再度パケット 2 のパケット情報を含むシミュレーション実施

要求メッセージを無線区間シミュレータに送信する(7)。無線区間シミュレータは、シミュレーシ

ョン実施要求メッセージに含まれる経過時間情報から、指定された時間分シミュレーションを進

行させ、無線プロトコル処理および伝送通信処理を実行する(8)。この間、(3)でイベント登録さ

れたパケット 1 の受信処理が実行される。そして、指定されたシミュレーション時間が経過する

と、シミュレーション実施要求メッセージに含まれるパケット情報を元にパケット 2 のシミュレ

ーション計算を行ない、パケット 2 のシミュレーション実行処理をスケジューラに登録する(9)。

また、結果をシミュレーション実施結果メッセージとして広域ネットワークシミュレータに応答

する(10)。広域ネットワークシミュレータはシミュレーション結果を元に、上位パケット 2 の受

信処理イベントをスケジューラに登録し、シミュレーションを継続して無線通信処理を実行する

(11)。このとき、パケット 2 の受信処理が実行される。上位パケット 3 を受信する(12)と、再度

パケット 3 のパケット情報を含むシミュレーション実施要求メッセージを無線区間シミュレータ

に送信する(13)。無線区間シミュレータは、シミュレーション実施要求メッセージに含まれる経

過時間情報から、指定された時間分シミュレーションを進行させ、無線プロトコル処理および伝

送通信処理を実行する(14)。この間、(9)でイベント登録されたパケット 2 の受信処理が実行され

る。 

ここで、3.4 章で述べたパケット1 の受信処理が行われる前にパケット2 の要求が発生した場合

について、本処理シーケンス図を使って簡単に説明する。この場合、処理(1)と(2)は同様で、処

理(3)でスケジュールするパケット 1 の受信時刻が、パケット 2 の要求発生後となる。すなわち、

無線区間シミュレータ側では、処理(8)ではパケット 1 の受信処理は行われず、処理(14)でパケッ

ト 1 と 2 の受信処理が実行されることになる。  

さらに、本方式で導入した連携シミュレーション基本処理の各モジュールの持つべき機能詳細

を 表 4.3 に示す。このうち Prophet は処理シーケンス(図 4.7)のシーケンス 2 から 4 等、

Re-prophet と Multi-prophet は上位パケット受信のタイミングによりシーケンス 5 と 6 や 8 と 9

の関係にあたり、Proceed はシーケンス 7と 8 等を実現する。 
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表 4.3:連携シミュレーション基本処理 

機能名 概要 

Prophet 

 

 

 

広域シミュレータから無線シミュレータへシミュレーション実行に必

要なパケット情報などを送信し、無線シミュレータでは遅延時間・エラ

ーパターンなどのパラメータファイルに基づき無線伝送区間のシミュ

レーション計算を行う。計算結果を広域シミュレータ側へ応答する。 

Re-prophet 

 

 

 

 

広域シミュレータでは無線シミュレータからの無線伝送処理のシミュ

レーション結果により、パケット受信イベントをスケジューラに登録す

る。その後、広域シミュレータでシミュレーション実行中、新規送信パ

ケットが発生し、シミュレーション実行順序は保証されているが、前の

シミュレーション結果に影響が出る場合、既にスケジュールした受信イ

ベントの受信時間を再計算する。 

Multi-prophet 

 

 

順序性の保証されている複数回のシミュレーションが同時に発生した

場合、広域シミュレータはシミュレーション時間の進行に伴い、シミュ

レーション要求・応答を交換する一方で受信イベントを実行する。 

Proceed 広域シミュレータ側で同期合わせのための時間制御を実施する。広域シ

ミュレータ側での経過時間を無線区間シミュレータに通知し、無線区間

シミュレータでのシミュレーション時間進行を促進するとともにスケ

ジューラに登録されていたイベントを実行させる。 

 

4.3. 設計と実装 

広域ネットワークシミュレータとして ns-2[35]を、無線区間シミュレータとして W-CDMA の無線

データリンクプロトコル RLC[99]ソフトウェアシミュレータを使用し、連携シミュレーションを設

計、実装した。特に今回、無線区間シミュレータとして OPNET Technologies 社の OPNET[101]上に

既に実装済の RLC プロトコルを使用した。本シミュレータでは、PDU 単位のロスを指定するエラー
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パターンにより、W-CDMA の無線伝送を模擬している[87]。本シミュレータに、新たに本稿で提案

する連携方式を導入した。 

4.3.1. 設計プロトコル概要 

表 4.4:設計制御と概要 

設計制御 制御概要 

通常処理 

 

 

SDU パケットが SDU キューから一定レートで順次取り出され、PDU

に分割されて送信バッファに溜められる。PDU ヘッダが設定され暗

号化されてチャネル上に転送される。受信側では復号化して受信バ

ッファに溜められる。SDU 組み立て後、上位レイヤプロトコル処理

に入る。 

再送制御 

 

 

PDU ロスが認識されると、該当する PDU は再送バッファに移され、

受信通知が到着するまでバッファ内に保持される。再送バッファは

多重化装置を経て SDU キューよりも優先的に送信され、受信通知を

受け取った時点で再送バッファから削除される。 

待ち合わせ制御 

 

 

PDU 送受信時にエラーが発生すると、受信した PDU パケットに順序

逆転が発生する。このとき RLC は SDU の到着順序を保証するため、

ある SDU の誤りを回復している間は後続の SDU が送出されない。 

SDU 連結 

 

 

上位レイヤから受信した SDU を PDU に分割する場合、40 バイトの

PDU に空き領域が生じると次の SDU をつめることにより、固定長の

PDU にする。 

送信再開 

 

 

PDU パケットにロスが発生し、再送バッファに PDU が保持されると、

多重化装置においてはSDUキューよりも再送バッファが優先的にス

ケジュールされ、パケット送信処理を行う。一方、再送バッファが

クリアされると SDU キューからパケットを取り出し、PDU 分割と送

信が再開する。 
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W-CDMA 網では RLC という無線リンク層における再送プロトコルが用いられている。この RLC プ

ロトコルは、3GPP(3rd Generation Partnership Project)で標準化されている。RLC プロトコルは

上位層から受け取った IP パケットを SDU(Service Data Unit)としてヘッダ 2 オクテット、ペイロ

ード 40 オクテットの PDU(Packet Data Unit)に分割し PDU 単位で送受信を行う。再送は、

Polling/Status Report を用いた Selective Repeat 方式を採用している。 

また、本シミュレータに実装した RLC 制御処理と概要を表 4.4 に示す。このうち、再送・待ち

合わせなどの同期制御に関わる制御に関しては、同期を司る広域ネットワークシミュレータ側で

行った。 

 

4.3.2. 処理シーケンス 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.8:通常処理のシーケンス図 

次に、表 4.4 に示した RLC 制御を ns-2と OPNET の連携処理を中心に説明する。 

・通常処理 

PDU パケットのロスが無く、MH に正常に届く場合のシーケンスを図 4.8 に示す。OPNET(BS 側)

では ns-2 リクエストメッセージ待機中に入る(1)。ns-2 ではインタフェースキューオブジェクト

でスケジュールされたパケット送信イベントが発生する(2)と、OPNET に対しシミュレーション要

求メッセージを送信する(3)。OPNET(BS 側)ではメッセージを受信すると、遅延時間やエラーパタ

ーンなどのパラメータファイルからシミュレーション結果となるパケットの受信結果と受信処理

までの経過時間を算出する。そして、シミュレーション結果をシミュレーション応答メッセージ

NS OPNET(BS) OPNET(MS)

PDU(1/1)
PDU(2/1)

①
②

③

④⑤
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として OPNET から ns-2 側に送信する(4)。同時に、算出した受信時間でパケット受信イベントを

スケジューリングし、再度 ns-2 からの要求メッセージ待機中状態になる。ns-2 は OPNET(BS)から

シミュレーション結果を受信すると、受信時刻までシミュレーションを実行する(5)。 

・再送制御 

PDU パケットのロスが発生した場合のシーケンスの 1 から 4 は通常処理と同一。ただし、算出結

果としてロス結果と再送までの経過時間が応答される。ns-2 では再送までの時間経過後、再送の

ための要求メッセージを OPNET(BS 側)と交換し、SDU キューからのパケット取り出し禁止状態に入

る。再送制御では独立に動作するシミュレータの同期制御を図らなくてはならず、特定パケット

の再送中に無線区間での状態変化が生じるため、再送毎に ns-2 側に制御を戻している。 

・待ち合わせ制御 

送受信に伴いエラーが発生し、データリンクレイヤレベルでのパケット受信順序逆転が発生し

た場合の待ち合わせシーケンスの 1 から 4 までは通常処理と同一。受信イベントが起動される前

に、インタフェースキューから新規に SDU パケット送信イベント発生が通知される。このときは

ns-2 から OPNET(BS 側)へ、SDU のシーケンス番号 (SDU2)と前の SDU イベント発生からの経過時間

を指定したシミュレーション要求メッセージが送信され、SDU2 の受信結果と受信までの経過時間

が応答される。その後 ns-2は SDU2 を待ち合わせ有りとして受信イベントをスケジュールせず、4

で設定した再送イベントが起動されると、OPNET(BS 側)に対して SDU1 の再送パケットの受信結果

と受信までの経過時間を要求する。このように再送が終了するまでシミュレーション要求処理を

繰り返し、受信時点で SDU1 と SDU2 の受信イベントをスケジュールする。 

・SDU 連結 

SDU 連結時は、ns-2 側で SDU1 の受信時刻になる前にインターフェースキューにより次の SDU2

の送信イベントが発生する。ns-2 と OPNET 間で SDU2 のシミュレーション要求が送信され、OPNET

は SDU2 の SDU1 への連結処理を行った場合の SDU2 の受信結果と受信時刻を ns-2 側へ応答する。 

・送信再開 

送受信に伴うエラーが連続した場合、SDU1 の受信イベントが発生しても SDU2 が再送中であれば

SDU キューからのパケット取り出し禁止状態を回避せず、パケット送信イベントが発生しても待機
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させる。再送パケットの受信イベントが発生したら、SDU キュー取り出し禁止期間を解除し、SDU

キューからのパケット取り出しを再開する。 

4.4. 適用評価 

表 4.5 に、既存シミュレータへの改造程度として開発規模(ステップ数)を示す。このうち ns-2

上で開発した場合には、OPNET 流用分が ns-2 に新規追加となり、連携処理追加により約 34%の開

発規模で実現が可能となった。この評価値の根拠は、もし連携処理を入れなかった場合には、連

携処理分の ns-2 新規(645 ステップ)と OPNET 新規(1083 ステップ)が無くなり、代わりに OPNET 流

用分(5043 ステップ)が ns-2 新規となる。従って、ns-2 で全て開発した場合に想定される開発分

(5043)に対する今回新規開発分(645＋1083)の割合を評価した。また、ns-2 では GPRS(General 

Packet Radio Service)のモジュールが開発されている。本モジュールを使用した場合には、SDU

キューの管理やPDUのアセンブル・リアセンブル部分を含めて約1600ステップが流用可能となり、

それ以外の MAC レイヤ以下の W-CDMA 部分と RLC の再送制御部分が流用不可能となり、この部分の

OPNET のモジュールは約 2500 ステップにあたる。本結果からも、今回新規開発分(645＋1083)は、

ns-2 の GPRS モジュールを利用した場合よりも小さい規模で抑えられていると言える。さらに、本

開発には複数基地局のサポートなどの既存の OPNET には実現されていなかった機能も追加されて

おり、機能の充実とシミュレーション対象ドメインの拡大が図られている。  

表 4.5:開発規模(ステップ数) 

開発部 ns-2流用 ns-2新規 OPNET 流用 OPNET 新規 

C++ 3594 417 0 0 

C 0 0 4665 987 

h 776 30 378 96 

Tcl 523 198 0 0 

Total 4893 645 5043 1083 

 

次に、連携シミュレーションの動作例と結果を示す。図 4.9 は、連携動作を行った場合の ns-2

側の実行ログで、具体的には 1000 バイトのデータのシミュレーション要求を OPNET 側に送信し、
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01.011600::DropTail::deque[83c8e80] 

01.011600::WcdmaLink::recv[83dee00] id[0] 

01.011600::WcdmaLink::sendRequest[83dee00] id[0] 

01.011600::OPNETSednMsg[0:0:1000:1.011600] 

01.011600::WcdmaLink::recvResult[83dee00] id[0] 

01.011800::QueueHAndler::HAndle[83c8eb0] 

01.011800::Queue::resume[83c8e80] 

01.011800::DropTail::deque[83c8e80] 

01.021600::TTLChecker::recv[83089c0] id[0] 

01.021600::Classifer::recv[83ca700] id[0] 

01.021600::Classifer::recv[8315e00] id[0] 

01.021600::TCPSink::recv[8405d00] id[0] 

 

 

 

Resv-MSG->[0:0:1000:1.011600] 

Send-MSG->[0:0:0.010000:0.000200] 

0.0002 後に次

ﾊﾟｹｯﾄﾃﾞｷｭ-再開

(空振り) 

ﾊﾟｹｯﾄを受け

取った時間 

0.01 後にﾊﾟｹｯﾄ

到着 

OPNET から応答を取得して、シミュレーション結果である受信時刻に ns-2 の受信モジュールにて

該当パケットの受信処理が実行されていることを示す。パケット到着時間間隔は計算上で0.01秒、

次パケットデキュー再開時間間隔は、前のパケットの送信終了時間間隔の 0.0002 秒となる。ログ

結果から、パケットを送信した 01.011600の 0.0002 秒後の 01.011800 に次のパケットのデキュー

を行おうとしており、さらに 0.01 秒後の 01.021600 に受信モジュール(Classifer)で受信処理が

行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.9:連携シミュレーション動作結果 

本連携シミュレーション上に、W-CDMA と無線 LAN の両インタフェースを持つモバイルノードの

モジュールを試作し、評価実験を実施した。モバイルノードは、接続先基地局の無線方式(W-CDMA/

無線 LAN)により、自身の無線方式を使い分けながら通信する状況下で、セッションを維持したま

ま基地局切り替えを行う。ns-2 側に実装したモバイルモジュールを図 4.10 に示す。モバイルノ

ードモジュールは、W-CDMA と無線 LAN の各インタフェース毎にデータリンクオブジェクト、物理

レイヤオブジェクト、無線チャネルオブジェクトを保持し、ネットワークレイヤでインタフェー

スの切り替えを制御する。このうち、ns-2 内の W-CDMA のデータリンクプロトコル部分を司る RLC

オブジェクト内で、OPNET の W-CDMA ソフトウェアシミュレータモジュールとの連携処理を行う。 
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図 4.10:モバイルノードモジュール構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.11:連携方式適用図 
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広域モバイルインターネット環境における TCP/IP 通信をシミュレーションするために、ns-2 に

はサーバ・ゲートウェイ・基地局をノードとする階層型の通信網を構築し、サーバからクライア

ントへ TCP/IP を用いたファイル転送を行った。各基地局には Mobile IP のモバイルエージェント

が配置されている。このとき移動機は、W-CDMA と無線 LAN の基地局を切り替えながら、高速道路

上を時速 70km で走行中という想定で、移動機側のスループットを測定した。連携シミュレーショ

ン表示画面を図 4.11 に示す。図 4.11 の下段のグラフは移動機側での TCP/IP の通信スループッ

トを表示しており、シミュレーション表示画面上の移動機が移動すると同時に、その時点のスル

ープットがリアルタイムに下段に表示される。さらに、W-CDMA のエラー率を 0%， 5%， 10%と変

化させた場合の、W-CDMAと無線LANの切り替え時のスループット変化のグラフを図 4.12に示す。

無線 LAN でのスループットはスループット立上り時および基地局切り替え直前まで含めて

1.52Mbps 程度、W-CDMA でのスループットは平均 378.9kbps (0%)， 301.0(5%)， 232.3(10%)と

なる。実環境での測定においては、状況に依存するものの平均 200 から 320kbps までの結果が得

られている。今後エラー率取得を含めて、シミュレーション結果の確からしさについて評価を実

施していく。 

現在、本連携シミュレーションを用いて W-CDMA のエラー率やチャネルレート、遅延時間を動的

に変化させ、上位トランスポートプロトコル制御のふるまいに関する評価を行っている[102]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.12:通信スループット時間変化 
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4.5. あとがき 

本研究では、大規模化する移動網の現状を踏まえ、システムシミュレーション設計、開発コス

トの効率化のために、既存の異種シミュレータの連携方式を提案した。具体的には、広域ネット

ワークシミュレーションを実行するns-2から OPNETのソフトウェア無線区間シミュレータを呼び

出すことで、W-CDMA 環境を含む TCP/IP 通信プロトコル群のシミュレーション評価を行い、有効性

を確認した。 IMT-2000 や無線 LAN などの異なる無線方式が混在すると考えられる第 4 世代移動通

信環境では、モバイルサービスも多様化する。今後は、新世代移動通信網への新規サービス・通

信プロトコルの適用検討を進める。 
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第 5 章  

結 論 

 

本論文は、第 4 世代移動通信環境において、従来のインターネット標準とされる TCP/IP 通信プ

ロトコル群を適用した場合の問題点について述べ、無線リンクレベルと TCP/IP レベルの親和性を

向上させるための提案方式について論じた。特に、有線のインターネット網では存在しなかった、

在圏・圏外というモバイル環境特有の状態が存在すること、無線リンクレベルと上位の TCP/IP レ

ベルが独立に動作していたため制御の一貫性が保証できていないこと、無線リンクレベルの遅延

時間が大きく TCP レベルでは輻輳状態と誤認されてしまうこと、基地局ハンドオーバー時に発生

しがちな受信パケット順序逆転問題などの課題があることを述べ、これに対し TCP/IP 通信プロト

コル技術、マルチメディア通信プロトコル技術の二つの観点から方式提案を行い、その検討、設

計、実装、評価を行った。また、システム開発評価技術の観点からは、広域ネットワークシミュ

レーション環境と無線区間シミュレーション環境がこれまで独立に開発されてきたため、相互利

用して不足部分を補完する仕組みが無いことを述べ、無線区間を含めたモバイルインターネット

環境全体で相互的にシミュレーションを行うための連携方式を提案し、設計、実装、適用評価を

行った。以下で、それぞれの通信方式に関して、得られた知見について述べる。 

TCP/IP 通信プロトコル技術に関して、無線リンク状態を管理し状態変化を上位の TCP/IP レイヤ

に通知する無線リンク状態管理アーキテクチャを提案した。これにより、移動管理エージェント

の高速切り換えが実現され、移動 IP アーキテクチャを適用した場合に発生する基地局ハンドオー

バー時のパケットロスと経路制御ミスが大幅に改善された。さらに、TCP の広告ウィンドウサイズ

制御方式を適用した場合には、基地局ハンドオーバー時にクライアントの受信処理能力を示す広

告ウィンドウサイズを縮小して通知することにより、基地局ハンドオーバー時に基地局で TCP パ

ケットのバッファリングを行う、さらに送信ノード側の送信量を輻輳ウィンドウを縮小すること

なく低下させることが可能なため、パケットロスを回避し無駄な通信スループットの低下が回避

できることがわかった。また、基地局ハンドオーバー時に発生しがちな TCP 受信パケット順序逆

転問題に対し、一時的に ACK を遅延させる動的遅延 ACK 制御方式を提案し、従来の遅延 ACK 制御
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方式を適用した場合と比較してより効果が上がることがわかった。 

マルチメディア通信プロトコル技術に関しては、既存のマルチメディア用リアルタイムトラン

スポートセッションプロトコル(RTSP)に、モバイル環境特有の在圏・圏外状態考慮を施したモビ

リティ拡張 mRTSP を提案し、試作中のモバイル QoS システムに適用して評価した。その結果、在

圏・圏外に関連するセッション制御は、移動機が圏外に流出し PPP コネクションが切断され、圏

内流入後新規に PPP コネクションを接続する場合や、FOMA 網から無線 LAN といった異種通信方式

網をシームレスに切り替える場合にも応用性のある重要な制御であることがわかった。次に、マ

ルチメディアストリーミング配信に関しては、エンドツーエンド型で通知される受信状況と網か

ら通知されるネットワーク情報を併用したストリーミングサーバレート制御方式を提案し、シス

テムに適用して IMT-2000 シミュレータ装置を介した実験を行った。その結果、ネットワーク情報

を併用した場合の方がエンドツーエンド型情報のみと比較して、平均パケットロス数および帯域

変動への追従性の観点から優位であること、さらにモバイル環境における通信制御に不可欠な再

送制御、在圏・圏外制御との協調制御が達成できていることが明らかになった。 

システム開発評価システム技術に関しては、大規模モバイルインターネット環境でのシミュレ

ーション環境を実現するための無線シミュレータ連携方式を提案し、実際に OPNET 上で実装され

ている RLC ソフトシミュレータモジュールと ns-2 の Mobile IP 以上の TCP/IP モジュールに適用

した。その結果、評価システム開発規模の点から、ns-2 に新規開発を行った場合、また ns-2 に一

部開発済みモジュールを流用した場合のいずれの場合と比べて連携方式を導入した場合の方が開

発規模が小さく抑えられた。 

一方、時間同期制御に関しては、連携方式として汎用化が難しい部分もあり、ある程度実装対

象となるプロトコル制御に依存することになることもわかった。また、本開発には既存のシミュ

レーションモジュールには実現されていなかった機能も追加されており、機能の充実とシミュレ

ーション対象ドメインの拡大が図られている。 
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